
法制審議会

会社法（現代化関係）部会

第３回会議 議事録

第１ 日 時 平成１５年３月１９日（水） 自 午後１時３０分

至 午後４時４５分

第２ 場 所 法曹会館「高砂の間」

第３ 議 題 会社法の現代化に関する改正検討事項（１）

第４ 議 事 （次のとおり）
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議 事

● 予定した時間が参りましたので，第３回会社法（現代化関係）部会を開会することに

いたします。

本日は，御多忙の中を御出席いただきましてありがとうございます。

当部会は，昨年１０月２３日の第２回会議以後，事務局における準備的な論点整理の

作業のため，しばらくその審議を中断しておりましたが，本日より議論を再開いたしま

す。活発な御議論をお願いしたいと存じます。

（委員・幹事の異動紹介省略）

それでは，配布資料につきまして事務局から説明いたします。

● それでは，配布資料の確認をしていただきたいと思います。

事前に事務局の方から，部会資料３「会社法の現代化に関する改正検討課題（１）」

と題するものをお送りさせていただいているところでございます。

また，本日の議事にかかわるものとして，参考資料２点を席上配布しております。参

考資料９「欧米諸国（米・英・独・仏）における株式会社等の最低資本金制度の概要」

と，参考資料１０「従来の株式会社と委員会等設置会社の取締役等の責任対比表」でご

ざいます。

それから，今後の開催予定の日程表をお配りしております。

あと，新旧対照表を２点お配りしております。一つは株式会社の監査等に関する商法

の特例に関する法律の新旧対照表ですが，去る１４日に国会に提出されました公認会計

士法の一部改正法案に係る商法特例法の改正案の内容を整理したものでございます。御

参考までにお配りさせていただきました。

もう１点は，商法，有限会社法の新旧対照表です。これは，抜粋ではありますけれど

も，担保執行法制の見直しに係る民法，民事執行法の一部改正法案－－これも同日付で

国会に提出されておりますけれども－－その法案の中では，従前の商法２９５条が民法

にこれと同旨の一般的な規定が盛り込まれるということを前提に削除され，それに伴い，

条文の移動等が行われております。その法案に係る商法・有限会社法等の改正内容はこ

れだけではないのですけれども，代表的な部分としてこの部分を御紹介させていただい

ております。

それから，期日外で事務局の方に株式会社証券保管振替機構から，商法に関する改正

要望の意見書が出されておりますので，この部会での審議においても参考にしていただ

くべく，お配りした次第でございます。

本日，席上にお配りした資料は以上でございます。

● 以上の配布資料につきまして，何か御質問等ございませんでしょうか。－－よろしゅ

うございますか。

それでは，部会資料３についての審議に入る前に，今後の予定について事務局から説

明いたします。

● それでは，先ほどの日程表を再度御覧いただきたいと思います。



- 2 -

本日は第３回の会議でございますが，平成１５年度の来月以降の会議を一応このよう

な日取りで予定しております。前回の会議以降，事務局において，この現代化に係る様

々な実質的，形式的な改正論点の整理を事務的にさせていただいているところでござい

ますけれども，それらの論点項目を随時この部会で御議論していただきたいと思います。

今回はその第一弾として，設立，それから機関に係る部分の一部をお出ししておりま

すけれども，整理ができ次第，４月，５月，場合によっては６月４日の部会まで，その

ような論点についての第一読の検討をしていただければと思っております。７月の部会

までの間に二読を終えまして，できれば９月中には中間試案を取りまとめて公表すると

いうような形で作業を進めさせていただければ幸いでございますが，検討項目がかなり

多岐にわたっておりますので，その絞り込みの是非も含めて部会で御相談させていただ

きたいと思います。項目が多岐にわたるということであれば，場合によっては中間試案

の取りまとめが１０月にずれ込むというようなこともあり得べしかと考えております。

いずれにいたしましても中間試案の公表後，意見照会期間を経て，できますれば，来

年の３月前後には実質的な改正事項についての要綱案の仮決定のような形を部会でとら

せていただければ大変有り難いと思っております。これは，第１回の会議でも申し上げ

たと思いますけれども，今回の現代化の作業においては，会社法の全部の条文について

手を加えるということになり，それに伴う整備の作業や経過措置に係る作業がかなり膨

大になることが予想されるわけでございます。実質的な改正内容をある程度早期に確定

させませんと，それらの形式的な作業を進めていくことができないということから，そ

の期間を１年近くはとりたいと考えておりまして，非常に御無理な審議をお願いして恐

縮でございますけれども，来年の３月ごろまでをめどに，そのような実質的な改正事項

についての審議をしていただければ大変有り難いと考えている次第です。

● 今，事務局から説明がありました今後の予定につきまして，何か御質問等ございませ

んでしょうか。

第一読会は，今日を入れて４回ということですね。そこで今まで事務局でやってきま

した論点整理は全部出るということになります。－－よろしいでしょうか。

それでは，本日の審議に入りたいと思いますが，事前配布の部会資料３につきまして，

事務局から説明をお願いいたします。

● それでは，本日，具体的な審議をお願いいたします部会資料の３の内容について御説

明いたします。検討時間をとっていただきたいということから，説明は大分簡略にさせ

ていただくかもしれませんけれども，よろしくお願いいたします。

この「改正検討課題」と題するものの中にピックアップした事項につきまして，その

ピックアップの仕方についての考え方について，まず御説明いたします。

今回の会社法の現代化の作業は，これまで御説明しておりますように，現代語化の作

業と，それに伴う実質的な改正の検討という，二つの作業を同時並行して行うものでご

ざいます。このうち，実質的な改正の検討の対象事項は，現代語化の作業に直接はかか

わらないものの，現在の経済情勢等にかんがみまして緊急な改正が必要とされる事項と，

それから現代語化に際しての法制的な整備という観点から実質的な改正内容にも立ち入

らざるを得ないもの，制度間の調整その他，立ち入らざるを得ない，あるいは立ち入っ

た方が現代語化に資するのではないかと思われるものとの二つのものがございます。



- 3 -

もう一つは，もちろん形式的な語句の整理，あるいは条文の並び替え等々，形式的な

法制的，技術的な問題です。これは事務局において淡々と作業を進めさせていただけれ

ばよろしいかと思いますけれども，実質的な改正にかかわる点につきましては，この部

会で十分な御議論をお願いしたいと考えております。

一方で，今御説明しましたように，残されている時間が非常に限られているというこ

とから，実質的な改正事項については相当程度絞り込みをせざるを得ないというように

も考えております。私どもといたしまして，現段階で改正を検討すべき必要性が高いと

思われる事項を中心に，整理した上で部会に上げさせていただくこととしたいと思って

おります。

本日の「改正検討課題（１）」においては，まず株式会社・有限会社法制のそもそも

の在り方としての総論的事項についてお諮りするとともに，各論的事項のうちの設立に

関する部分と機関の一部に関する部分についてお諮りするということでございます。

それでは，まず「株式会社・有限会社に関する総論的事項」という部分を御覧いただ

きたいと思います。

古くは，大小会社区分立法の議論の時代から，小規模会社，小規模・閉鎖的な株式会

社に係る規律の在り方については，様々な議論があったところでございます。それに対

応する法制の在り方についても，大小会社区分立法の議論の当時，幾つかの案が示され

ていたところでございます。今回の御提案は，最終的な着地点は別といたしまして，小

規模・閉鎖的な企業が，その多数において株式会社の形態を選択し，現に存在している

という実態の指摘を踏まえまして，そのような株式会社にも適合し得るような規律を株

式会社のものとして手当てをし，それが有限会社に関する規律と同等のものになるとす

れば，有限会社の規律との一体化が図られるということになるわけでございまして，そ

のような一体化を検討することはいかがかということでございます。

株式会社と有限会社との規律の違いはいろいろな面で見られるわけですけれども，代

表例としては機関の在り方，株式・持分に係る様々な規律，資金調達に係る規律，この

辺りが大きく違うところでございます。本日は，その中の機関に関する規律について特

に取り上げておりますけれども，株式会社における規律の内容を有限会社に関する規律

の内容にまで広げるということによって，双方の規律の一体化を図るということで検討

を進めていくことはどうかということでございます。この基本的な検討の方向性につい

て，後ほど御議論をちょうだいできれば幸いでございます。

続きまして，各論的事項でございます。

設立に関しては，幾つかの実務的な要望が寄せられているところでございますが，ま

ず第１は，「最低資本金」に係る問題でございます。

現在，御承知のように平成２年改正によりまして，株式会社，有限会社の設立要件と

しての最低資本金については，それぞれ１，０００万，３００万円という規制が設けら

れているところでございます。この最低資本金規制につきましては，例えば，構造改革

特区に係る地方公共団体等からの要望でも，廃止あるいは引下げの要望が非常に強いと

ころでございます。

一方，御承知のとおり平成２年改正に係る改正論議の時点と現在とにおける株価の動

向をみますと，株価が４分の１以下になっているところでもございますし，諸外国にお
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ける会社法制をみましても，例えば参考資料９でお配りしておりますけれども，ドイツ

では，平成２年改正当時参考にしていた最低資本金額が，現在は引き下げられたものに

なっております。またフランスでは，報道されているところによりますと，有限会社に

ついて最低資本金規制を廃止するという内容の法案が国会で審議中であると承知してい

るところであります。このような諸外国における会社法制の動向，更には，これも既に

お配りしました我が国における非営利法人法制の在り方についての議論の動向等を踏ま

えて，この最低資本金規制の在り方をいま一度この時点で見直すことの要否について議

論すべきではないかというのがここでの問題意識でございます。

仮に見直しを行うとすれば，幾つかの方向性が考えられるわけですけれども，例えば

ということでａ案からｃ案まで挙げております。ａ案は，株式会社・有限会社の規律を

仮に完全に一体化するということにいたしますと，その類型の区分自体を廃止するとい

う可能性がありますので，そういたしますと必然的に，株式会社に関する最低資本金規

制について有限会社よりも高くしておく必要がなくなる，あるいは法制的に維持するこ

とができなくなるということになる可能性がございます。ａ案はそのような考え方を示

すものでございます。

ｂ案は，仮に実務的な要望に対応することにしながら，最低資本金規制を何らかの形

で実質的に残すこととし，現行法の額以外の金額の選択を図るという案でございます。

ｃ案は，それ以外の選択肢，つまり３００万円を下回る金額の設定というものの実質

的な意義をどの程度のものと見るかということにもかかわりますけれども，それが実質

的な意味を持たないということであれば，実質的に規制を廃止するという選択肢もあり

得るという趣旨の案でございます。

最低資本金規制については，賛否両論様々な御意見が，平成２年改正当時にも闘わさ

れ，今日に至るまでその議論の状況に余り変わりはないのではないかというようにも思

われますが，仮に現時点で見直しを行うこととした場合には，その見直しから生じ得る

何らかの弊害に対する代替措置を検討する必要があるか否か，あるとした場合にはどの

ような措置を講ずるべきなのかということについても議論をする必要があろうかと思わ

れます。この辺りの問題について，率直な御意見をちょうだいできれば幸いでございま

す。

それから，最低資本金規制につきましては，仮に何らかの形でこれを維持するとした

場合には，会社成立後の規制の意義についても見直しをする必要があるのではないかと

いう御指摘がございます。資本欠損の状態，債務超過の状態であっても，資本金額とし

て一定の金額を計算書類上表示し続けることに大きな意味を求めるのかどうかという観

点のほか，規制により実質的な意義を持たせるとすれば，会社の純資産額が最低資本金

額を下回るというような場合について，何らかの実効的な措置，会社の純資産額が最低

資本金額を上回ることを確保するような措置を講ずるべきではないかという御指摘もあ

るところでございます。（２）の米印二つは，そのような趣旨のものでございます。

２番目は「株式会社の設立手続」に関するものでございます。

（１）は，募集設立の手続を存続させるかどうかという論点でございます。現在の株

式会社の設立手続には２種類のものがあるということは言うまでもありませんけれど

も，その手続の規定の並び具合が非常に分かりにくいという批判があるところでござい
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ます。平成２年改正により発起設立について検査役の調査が原則的には不要となったこ

とから，それまでは検査役の調査を回避する目的で募集設立という形態が用いられてい

たという事態が改善されたはずでございまして，基本的には発起設立という手続があれ

ば，設立段階での手続として格別支障はないのではないかというのがここでの問題意識

でございます。

もっとも，募集設立については，一部にそのニーズがあるという声もお聞きするわけ

でございますけれども，そのニーズが発起人以外の第三者から真に資金提供を求めると

いう必要に基づくものであるのか，あるいは発起設立の手続に何らかの工夫を凝らすこ

とによって，今，募集設立という形で行われている設立手続が発起設立という形をとっ

てもうまく回るようになるのかどうかという点について，実務的なニーズも含めた御意

見をちょうだいできれば幸いでございます。

２の（２）は，設立時の定款に記載すべき事項のうち，会社の設立に際して発行する

株式の総数を，記載事項として維持し続けるべきかどうかという点でございます。

現行の株式会社法制におきましては，株式と資本との関係が完全に切り離されており

まして，一方で最低資本金規制を仮に維持するといたしますと，設立要件としては一定

額の払込みの義務づけということがむしろメインとなるわけでございますので，株式の

総数よりも，出資すべき額というものをきちんと定款で定めさせるということの方が適

当ではないかという議論もあり得るところでございます。特に，募集設立を廃して発起

設立に一本化するというような選択肢をとりますと，この点はより現実的な問題になろ

うかと考えております。

続きまして３ページでございますが，「払込取扱機関による保管証明制度」の是非で

ございます。

金融機関である払込取扱機関による保管証明制度につきましては，実務的に設立等に

際する障害となっているという御指摘がございます。すなわち，金融機関において，に

わかに委託に応じないという実態があるという指摘を受けているところでございまし

て，仮にその見直しをするとすれば，保管証明制度を廃止するということがあり得るか

どうかという点についての御議論をいただきたいと思います。仮に見直すということに

いたしましても，払込みの事実を何らかの形で証明して登記手続につなげるという必要

がありますので，金融機関における払込みを求めるということについては，変更を加え

るべきではないと考えられるところでございます。なお，払込取扱金融機関につきまし

て，現在の銀行，信託会社等以上にその範囲を広げるべきニーズがあるのかどうかとい

う点についても，御意見をちょうだいできればと思います。

それから，４は「事後設立」でございますが，事後設立については二つの問題がござ

います。

一つは，事後設立について検査役の調査制度を維持すべきかどうかという点，もう一

つは，事後設立規制が適用される取引の対象範囲をどうするかという点，この二つでご

ざいます。

１点目の事後設立に係る検査役の調査制度につきましては，御承知のとおり，平成２

年改正におきまして，現物出資の規制潜脱防止のための財産引受けに関する規制，これ

の更なる潜脱を防止するために事後設立について検査役の調査制度というものが新たに
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加えられたところでございます。しかしながら，実務的には，この潜脱防止という趣旨

を超えて，幅広く一般的な取引についてまで規制が及ぶ形になっているという点が好ま

しくないという御指摘がかねてよりあったところでございます。また，諸外国におきま

しても，このような事後設立について検査役の調査を要求している例がほとんどないと

いうことに照らしますと，現段階で実務的な要望をも踏まえまして，この調査制度をな

お維持しておくべきかどうかということについて議論すべきときに来ているのではない

かと考えられます。

２点目の，適用範囲の問題に関しましては，現在は資本の額の２０分の１以上の財産

の取得であるかがこの事後設立の対象範囲を画する基準となっておりますけれども，例

えば，これを営業譲渡，譲受けに関する規律と合わせるかどうか，また，現在は新設合

併，新設分割，株式移転等によって新設される会社についても，文理上は事後設立規制

がかかることになっておりますけれども，そのこと自体の適否，これらについて，御意

見をちょうだいできればと思います。

それから，「現物出資及び財産引受け」についてですけれども，現物出資，財産引受

けについて，基本的に検査役の調査の義務づけを維持することとした場合－－そのこと

自体についても御意見があろうかと思いますけれども－－仮に維持することとした場合

でも，何らかの観点から，更に義務づけられない範囲の拡大を認めるべきではないかと

いうのがここでの問題でございます。

（１）の①についてですが，仮に事後設立について検査役の調査を外すということに

した場合には，財産引受けのうち，発起人以外の第三者からの財産引受けについては，

同じように扱うことが可能かどうかという議論があり得ると思われますので，その点に

ついての御議論をちょうだいできればと思います。

②は，一般的に現物出資，財産引受けについて，対象財産の性格等に照らし，検査役

の調査を要しない範囲というものを更に拡大することができるかどうかという点でござ

います。現行法では，一定の少額のもの，割合的に与える影響の少ない範囲，あるいは

評価額が定まっている財産など，検査役の調査を受けさせるまでの必要性が乏しいと見

られる場合について例外が設けられているところでございますけれども，例えば少額特

例について申し上げますと，会社設立時におきましては資本の額に対する穴のあき具合

と，客観的な金額基準であります５００万円という要件とが重畳的に適用されることに

なっておりますので，例えば３００万円の資本金の有限会社でありますと，６０万円を

超えると少額特例の範囲外ということになるわけでございます。これに対して，会社成

立後におきましては，この５００万円という基準が並列的な基準ということになってお

りますので，５００万円までの現物出資による新株発行，あるいは資本増加であれば少

額特例の範囲内ということになるわけでございます。設立時における現物出資，財産引

受けについて検査役の調査を省略すべき範囲を広げるニーズが高いとすれば，一案とし

ては，この①の少額特例の範囲についても，１ポツの括弧の中にありますように，５０

０万円という額の要件に一本化をするというようなことも考えられ得るところでござい

ます。

②についてですけれども，実務的に要望がありますのは，有価証券のうち，検査役の

調査を省略することができる範囲を，現在は取引所の相場のあるものに限っておるわけ
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ですけれども，これを店頭登録など，市場価格のある有価証券にまで拡大することの是

非という点でございます。

それから，もう１点は，いわゆるデッド・エクイティー・スワップに係る検査役の調

査の要否の問題でございまして，会社に対する金銭債権であって，履行期が到来してい

るものについて，当該債権額以下で出資をする場合には検査役の調査を不要とすること

としてはどうかという御意見があるところでございまして，その紹介をさせていただい

ております。

デッド・エクイティー・スワップは，結局負債の部に計上されている金銭債務を資本

の部に振り替えるというだけのことでございますので，それについて検査役の調査を要

するということになりますと，その費用だけが単に会社から流出するという事態を招く

ことになるわけでございます。もっとも，履行期が到来していないものについて，その

金銭債務をどう評価するかということについてはいろいろな御意見があり得るところで

すけれども，少なくとも履行期が到来しているものについては，その計上されている債

務の額を基準にして取扱いをするということで差し支えないのではないかという御意見

があり得るところではないかというように思われます。

これに関連して，このデッド・エクイティー・スワップに係る検査役の調査の議論を

別にいたしましても，現在，金銭債権をもって現物出資を行うということは是認されて

いるところでございますので，相殺禁止に関する商法２００条２項については，疑義が

ないような形での条文の修正が必要ではないかという意見があり得るところですので，

ここで紹介しております。

（２）は，現物出資等に関する関係者の責任のうち，財産価格てん補責任についての

見直しの要否の問題でございます。現在は，基本的に無過失責任であるということを前

提にし，取締役等については検査役の調査を受けることによってその責任が外されると

いう形になっておりますが，出資者等につきましてはその責任が外れることはないこと

になっております。

この無過失責任の負担が，現物出資，財産引受け等をためらわせている原因であると

いう御指摘があるところでございまして，もしそのような指摘に対して何らかの形でこ

たえるとすれば，例えば取締役については過失責任化を図ることはどうか，あるいは出

資者等についても，少なくとも裁判所が選任した検査役の調査を受けたというような場

合には，責任を免除するというような道を開くことはどうかという点について御議論い

ただきたいと思います。

また，出資者について，仮に責任の減免を認めないということになりますと，この出

資者について例えば商法１７３条５項のように，取消しの機会を与え，撤退する道を認

めることはどうかという御意見もあるところでございますので，あわせて御議論をいた

だければ幸いでございます。

「設立等」に関する項目は以上でございますが，引き続きまして「機関」に関する点

についても，まとめて先に御説明を差し上げておきたいと思います。

まず，１と２は，「取締役の会社に対する責任」，「委員会等設置会社以外の会社にお

ける利益処分権限の取締役会権限化」でございます。

いずれも御承知のとおり，前回の改正に係る衆参法務委員会におきまして，附帯決議



- 8 -

事項として取り上げられていた問題点でございますので，今回の現代化の作業の中で，

検討を余儀なくされているものと理解しておるところでございます。

まず，「取締役の会社に対する責任」につきましては，利益相反取引等に係る対会社

責任の過失責任化，これが大きな問題でございます。総論として，委員会等設置会社以

外の会社についても，現行の利益相反取引等に係る対会社責任の無過失責任規定を見直

して，過失責任化を図るべきであるという御意見についてどのように考えるか，御議論

をちょうだいできればと思います。

現行法における委員会等設置会社とそれ以外の会社との差異は参考資料１０において

も対比させていただいているところでございますけれども，現代化に当たってこの差異

を解消すべきかどうか，解消するとした場合に，さらに検討すべき何らかの問題がある

のかどうかという点について御意見を賜りたいと思います。

原則として過失責任化するにしても，無過失責任を負う取締役の範囲を一定程度限定

した上で残すべきであるという御議論もあり得るところでございますので，その紹介を

しておるところでございます。

②のところですが，仮に利益相反取引等に関する責任を過失責任化するとした場合に

は，現行の商法２６６条６項の免責要件の緩和規定については，その規定の趣旨自体が

無過失責任であることを前提にしていると言われておりますので，その見直しを図る必

要があるのではないかという御意見がございます。

仮にそうだといたしますと，委員会等設置会社についても商法特例法２１条の２１第

２項を見直す必要が生じてくるわけでございますので，その点をどう調整するかという

こともあわせて御議論していただければと思います。

それから，仮に利益相反取引等に係る責任を過失責任化するとした場合に，過失の立

証責任についてどのような取扱いをするのかということが，③の問題でございます。利

益相反取引等について，取締役会の承認を得た場合と得ない場合とで過失の立証責任に

ついてどのような違いを設けるのか，あるいは設ける必要はないのかということについ

て，いろいろな案が考えられるところでございますので，ここでは，ａ案からｄ案まで

を紹介させていただいております。

取締役会の承認を得るか得ないかによって，結論に差異をもたらすべきなのかどうか

という点で，ａ案，ｄ案は双方の扱いを共通にしておりますし，ｂ案，ｃ案はそれにつ

いて異なる扱いをしております。取締役会の承認を受けるということをどう評価するか

ということにかかわる問題でございます。

④は，仮に過失責任化を図ることとした場合において，その過失責任化を認める会社

の範囲を委員会等設置会社以外の会社のどの部分について認めるかという問題でござい

ます。全体について認めるのか，あるいは監査役会設置会社などに限って認めるのかど

うか，いろいろな御意見があろうかと思います。

（２）は，委員会等設置会社以外の会社における商法２６６条２項，３項の取扱いの

問題でございます。

ここは大きく分けて二つの問題がございまして，まず一つは，基本的に商法２６６条

２項，３項に当たるような規定は不要であると考えるかどうか，（３）の問題を除きま

すと，過失責任について２項，３項の規定が必要かどうか，維持すべきかどうかという
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点でございます。委員会等設置会社におきましては，基本的にこの商法２６６条２項，

３項に相当する規定は設けられていないところでございまして，それ以外の会社につい

てどうすべきかというのは一つの問題でございます。これについては，過失責任に関す

る規定としては，合理性があって維持すべきではないかという御意見もあり得るところ

でございますので，紹介させていただいております。仮にそういたしますと，委員会等

設置会社の場合についてその調整をどうするかという問題が生ずるわけでございます。

他方，（１）のところで，仮に無過失責任を過失責任化するとした場合でも，従前は

無過失責任だったものについては特別の取扱いをすべきかどうか，委員会等設置会社に

おいては（２）の最初の米印に掲げられておりますように，過失の立証責任を転換した

特別の責任規定が設けられておりますけれども，このような手当てを（１）との関係で

するかどうかという論点が残されます。

それから，（３）は株主の権利行使に関する利益供与に対する責任問題でございます。

委員会等設置会社におきましては，この点については無過失責任が維持され，なおか

つ商法２６６条２項，３項の準用というスキームがとられているところでございます。

この点について，それ以外の過失責任，無過失責任の在り方の見直しをするとした場合

に，この（３）の責任について，今のような無過失責任，なおかつ２６６条２項，３項

の維持ということでよろしいかどうかということも，議論の対象になり得るところでご

ざいます。

この無過失責任を維持した上で，利益供与について２６６条２項，３項の相当規定を

維持するということにいたしますと，相当苛酷な場合があるのではないかという懸念も

指摘されているところでございます。場合によっては無過失責任を維持しつつ，２項，

３項に相当する規定は設けないという考え方もあり得るところでございますので，その

考え方を紹介させていただいております。

それから，２の「委員会等設置会社以外の会社における利益処分の取締役会権限化」

でございますが，これも申すまでもなく委員会等設置会社とそれ以外の会社とにおいて，

利益処分権限の所在が異なっているところでございます。この差異の由来を委員会等設

置会社とそれ以外の会社とにおけるガバナンス構造の差異ということに求めるのか，あ

るいはそれ以外の点に求めるのかということで御意見が分かれるところではないかと思

われます。

仮に，委員会等設置会社以外の会社について取締役会権限化を許容し得るとした場合

には，どのような条件が考えられるかということで，①から⑥まで，二つ目の米印のと

ころで掲げさせていただいておるところでございますので，それらの条件の要否につい

て御意見を賜れれば幸いでございます。また，この問題に関しては，公開会社か否かと

いうことで区別すべきではないかという御意見もちょうだいしているところでございま

して，法制的になかなか仕組みづらいというところもありますけれども，その御意見の

妥当性についても御議論をちょうだいできればと思います。

更に，仮に利益処分の取締役会権限化を図ることとした場合に，原則としては取締役

会において決めるといたしましても，場合によって株主が手を挙げる権利というものが

何らかの形で保障されているべきではないかという御意見もあるところでございますの

で，四つ目の米印でその考え方を紹介させていただいているところでございます。
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それから，３の「「閉鎖的株式会社」における機関の簡素化・柔軟化」にについてで

ございます。

先ほど来申しておりますように，株式会社につきましては，そのかなりの部分が非常

に小規模・閉鎖的な会社であり，それらの会社の実態を踏まえれば，現在の株式会社に

関する規律，特に機関に関する規律は重過ぎるのではないかという御指摘をかねてより

ちょうだいしているところでございます。そのような御指摘にかんがみまして，小規模

な閉鎖会社，あるいは大規模であっても閉鎖的な会社であれば同様かもしれないのです

けれども，閉鎖的な会社について，機関設計の簡素化・柔軟化を図るとした場合に，例

えば株式会社でありながら有限会社的な規律に服するという選択肢を認めてはどうかと

いうのが，ここでの御提案の趣旨でございます。もちろんそれ以外の機関の柔軟化を図

るべきであるという御意見は多々あろうかと思いますけれども，最低限有限会社と同等

の規律の選択を認め得ることとするかどうか，これを認めるということになりますと，

機関の面では株式会社と有限会社との規律が一体化し，その間に分け隔てがなくなると

いうことになります。機関の面での移動は，定款変更という形で行われ，組織変更とい

う形を要しないという方向性も見えてくるわけでございますけれども，閉鎖的な株式会

社についてそのような機関設計の選択を認めるかどうかということについて，まず御議

論をしていただければと思います。

（１）の①から③までに掲げられているポツは，いずれも有限会社における規律を紹

介してあるものでございますので，特に御説明をすべきところはないのですけれども，

議論の整理の中で幾つかそうした場合の問題点につきまして，御指摘を承った点があり

ますので，二，三，米印で掲げさせていただいております。

まず，取締役会の設置という問題ですけれども，例えば昭和６１年の改正試案では，

有限会社でも複数の取締役を置けば当然取締役会を設置するという形にするという提案

がされていたところでございます。一応ここで言う取締役会は，現行の株式会社法制の

もとでの取締役会を念頭に置いており，招集手続，株主総会との関係における権限の在

り方，あるいは議事録の作成等々，現行の商法，株式会社法制に係る規律の適用がある

取締役会を「取締役会」と表記してありますので，その点をお断りしておきたいと思い

ます。言うなれば，現在の有限会社において定款をもって取締役会を設置する旨を定め

るということを妨げるものではありませんし，そのような取締役会について株式会社に

おける取締役会の規律の適用がないという実質を変えようとするものでもございませ

ん。①の米印の一つ目と二つ目は，その趣旨をあらわしているものでございます。

それから，三つ目の米印，閉鎖的な株式会社一般の取締役について任期規制を課さな

いものとすべきかどうかという点でございますが，先ほど申しましたように，有限会社

的な機関設計の選択を認めるかどうかということとは別に，それ以外の機関設計，現在

の株式会社と有限会社との中間に位置するような機関設計を認めるかどうかというのが

ここでの問題です。これについてのニーズはいろいろとあろうかと思いますので，御意

見をお述べいただきたいと思いますけれども，今回，少なくとも御意見ちょうだいした

いのは，有限会社的な機関設計の選択を認めることとするかどうかという点についてで

ございますので，その点を中心には御議論賜われればと思います。

四つ目の米印は，２５４条２項の規定の取扱いについてでございます。やや技術的な
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問題でございますけれども，この規定は，株式会社については設けられており，有限会

社については設けられいないものでございます。この規定を株式会社についてはなお残

すこととすべきかどうか，御意見があればちょうだいしたいと思います。

それから，監査役関係のところの米印二つでございますが，まず一つ目の米印は，こ

れは閉鎖的な会社以外の会社にも当てはまり得る議論ですけれども，法定の取締役会を

設置する会社について，監査役を置かないという機関設計を認めることの是非という点

でございまして，実務的な要望として御指摘をいただくことがありますので，これにつ

いての御意見をちょうだいしたいと思います。

なお，この点は会計監査人の対象範囲等の問題ともかかわりますけれども，会計監査

人関係の議論は次回以降にまとめてさせていただきたいと思いますので，ここでは監査

役と取締役会とのそれぞれの監督権限の在り方，位置づけとの関係で，監査役を置かな

い取締役会設置会社を認めることの是非についての御議論だけをちょうだいできればと

思います。

監査役の任期についての米印でありますけれども，仮に任意に設置されたものであっ

ても，その地位の保障の観点から何らかの処置を講ずるべきかどうかという点は問題に

なり得るところでございます。任意に設定された監査役につきましては，任意に設置す

るということ自体をやめてしまうということが定款変更によって可能でございますの

で，任期規制による地位の保障は必ずしも実効性が高いとは思い難いところですけれど

も，任意に設置されるという場合の監査役の在り方について，御意見ちょうだいできれ

ばと思います。

株主総会関係では，特に御説明申し上げるべきところはございません。

それから，先ほど来申しております閉鎖的株式会社という会社の範囲を具体的にどう

いう基準をもって画するかというところが（２）の問題でございます。譲渡制限の有無，

公開・非公開，あるいは株主数など，幾つかの基準があり得るわけですけれども，米印

で掲げております１番目と２番目は，要は株式の譲渡制限の有無で画するしかないので

はないかという事務局なりの考え方の整理をあらわしたものでございます。

ただ，完全子会社のような会社であって，株式の譲渡制限がかかっていないというも

のについても，同様の簡素化・柔軟化を認めるべきであるという御意見もあるところで

ございますけれども，そのようなニーズの強弱という点についても，御意見をちょうだ

いできればと思います。

続きまして，４番ですけれども－－４番，５番はそれほど大きなテーマではありませ

んが－－「株主総会の招集地」につきまして，株式会社については現行法上商法２３３

条で，定款での定めがない限り招集地についての一定の制約が法定されております。一

方で，より柔軟に総会招集地を選択したいという御希望が実務界にあるやに伺っており

ますので，例えばこの規定を削除するということも検討に値するのではないかというの

がここでの記載の趣旨でございます。

もっとも，現在，この招集通知について，総会を開催すべき具体的な場所の記載とい

うものを義務づける規定がないわけでございますけれども，むしろそのような記載の義

務づけというものが図られるべきではないかというのが米印の趣旨でございます。

５番は，「総会検査役」についてでございます。昭和６１年の改正試案の中にも盛り
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込まれていた内容ですけれども，株主総会の招集手続，議事運営等について，総会検査

役の調査が必要であると会社において判断した場合，会社についてもその選任請求権を

認めることとすべきではないかという御意見があるところでございますので，その考え

方の是非について御意見をちょうだいできればと思います。

それから，最後になりましたが，監査役の権限についてでございます。株式会社の監

査役につきましては，御承知のとおり特例法上の小会社につきましては，一律に会計監

査権限しか付与され得ないことになっております。有限会社については，会社の規模の

大小にかかわらず同様でございます。監査役の監査権限に関して，このような２種類の

監査役を設けておくべきかどうか，昭和４９年改正におきます監査役の権限に係る様々

な議論を前提にして，現在なおこの辺りの規律を維持すべきかどうかという点を御議論

いただければと思います。

一方で，会計監査と業務監査という区別が必ずしも明確ではないということもあり，

特に株式会社についても監査役の選任が義務づけられないということになりますと，業

務監査権限一本に集約するという選択肢もないではないとも考えられます。他方におい

て，現行法がこのようなシステムをとっておりますのは，監査役を仮に任意に置くとい

うことにいたしましても，なかなか小会社，有限会社においては適当な人材が見つけに

くいのではないか，特に業務監査権限を持つということになりますと，それなりの強い

責任を負い得る可能性がありますので，会計監査権限に絞った監査役というものの存在

も必要なのではないかという議論の結果であると思われます。それらの点についての御

意見をちょうだいできればと思います。

大変雑駁な説明で恐縮ですけれども，資料の説明は以上でございます。

● それでは，個々の項目の議論に入ります前に，この資料３全体につきまして何か御質

問等ございましたら，どうぞお願いしたいと思います。

● まず第１番目は，一番最初の総論的事項として記載されている小規模・閉鎖的な株式

会社について，有限会社に関する規律との一体化を検討するという，こういう一つの提

言と，それから３の機関に関連する「閉鎖的株式会社における機関の簡素化・柔軟化」

との関係を少しお教えいただきたい。特にこの３につきましては，小規模ということを

それほど強調する必要があるかどうかということもあろうかと思いますので，小規模性

が３で，あるいは誤解しているかもわかりませんが，３はそれほど小規模を強調されて

いなかったと思いますが，その関係を教えていただきたいというのが第１点です。

あと１点は，機関についてですが，この「改正検討課題（１）」は，基本的に根本的

な，制度論的な観点からのおまとめをしていただいていると思いますが，機関の（１）

というのは，無過失責任を過失責任化する，あるいは２項，３項という根本的な制度論

ではあるけれども，とりわけ４号－－あるいは２号になるのですか－－の責任について

は，解釈技術的な議論があって，これを現在の判例法理なり多数説との関係でどうかこ

うかという議論になると，やや解釈論的な細かな議論になって，ほかのものと整合的な

議論ができるかどうか分かりませんので，そしてまた，これをするのになぜ１号の問題

が入ってこないのだとか，いろいろな問題がありますが，これは質問というよりは希望

なんですが，この１については，少し後回しに……。今日これをやり出すと，学者は必

ず一家言あって，時間がかかるということもあるかもしれませんので，これはちょっと，
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制度論をやるときにこれがぽっと出るといかがかなという感じを持ったという，この感

想でちょっと審議をスムーズにするために御配慮いただきたいという，この２点，よろ

しくお願いいたします。

● まず，御指摘の第１番目につきましてですけれども，総論的事項とさせていただいて

いるのは，ざっくばらんに申しますと，株式会社に関する規律をより柔軟的なものにし

て，有限会社におけるような規律の選択をも認めるようにすることの可否，できればそ

のような方向性で検討することの是非をこの場で御議論いただきたいということでござ

います。それは機関の部分が端的なものとして浮かび上がりますけれども，それ以外の

ものも含めて，株式会社法制の広がりを有限会社における規律にまで及ぼし，例えば定

款により有限会社的な規律の選択を認めるということとしてよいかどうか，－－そうす

るということをお願いしているわけではないのですけれども，－－その一体化をするこ

とができるかどうかという検討を進めていくことはいかがかという趣旨でございます。

機関については，今日お出ししておりますけれども，例えば株式・持分の譲渡制限の

在り方ですとか，資本の在り方ですとか，そういったことはまた別途出てきますので，

そこで株式会社と有限会社との規律は別であるべきであるということになれば，会社類

型は今と同じように別類型になり得るわけですが，それらが仮に全部クリアされるとす

れば，有限会社というのは株式会社の一種類，言うなれば委員会等設置会社のような，

株式会社における一類型として位置づけられるというような整理の可能性を探るという

ことでよいかどうかということが，この総論的事項として掲げている趣旨でございます。

それから，取締役の責任の問題につきましては，御指摘のようにそれぞれの各号の責

任の性質論から解きほぐしますと誠に大変でございますが，大ざっぱに委員会等設置会

社における責任と，非委員会等設置会社における責任との共通化を図るということの是

非を少なくとも検討課題としなければいけないということについての共通認識を得た上

で，大体大ざっぱにどのような方向で検討を進めていくのがよいのかという点の御意見

をまずちょうだいできれば幸いでございます。

● ○○委員，よろしゅうございますか。

● 総論的事項というのは，方向性を議論するので，その方向性をベースに，また各論的

に議論するという，そういう前提でよろしいわけですね。

● 規律の一体化については，例えばこの部分では難しいと思われるところが出てき得る

わけですけれども，それはそれとして，特に機関に関しては法制の一体化というよりも，

実需として御指摘のように規模の大小にかかわらず機関の柔軟化の要請が強いところで

ございますので，その実質もあわせて，それが法制としての一体化にもつながれば，そ

れにこしたことはないという意味で，最初に取り上げさせていただいているところでご

ざいます。

● 要するに，小規模閉鎖会社に限定するのではなくて，例えば極端に言えば取締役の数

は商法本則ではもう一人以上でいいとして，商特法で別にすればいいとか，そういうこ

とも含む一体化なんですか。

機関の方は，閉鎖的株式会社をどのように定義づけるかの議論はありますが，ともか

く譲渡制限のある会社という形でやろうという具体的なことでイメージは分かったので

すけれども，ここの総論の一体化というのは，譲渡制限会社に限らず，株式会社法制全
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体を有限会社法制と一体化するという趣旨であれば，総論として意味があると思うけれ

ども，また恐ろしいことだなという気がするのですが。

● 事務局で論点を取りまとめた過程の議論では，そこまでは考えていないと私は理解し

ておりますが。

● 今日の資料は，少なくとも閉鎖的な株式会社について有限会社の形態まで規律の選択

肢を広げるということの是非をまず御議論いただいた上で，ただそれ以外のニーズがあ

り得るということは重々承知しておりますので，それはそういうニーズをまず御指摘い

ただいた上で議論する，ということが建設的かと思います。

● ほかに，全体について。

● 今の関係で，まだちょっと分からないのですけれども。

ここの総論的事項の書きぶりというのは非常に難しいのですけれども，有限会社制度

の廃止を含む検討をしようかということ，具体的に有限会社というのはなくしてしまっ

ても，先ほどの○○幹事のお話ですと「株式会社（有限タイプ）」というふうなことに

持っていこうという意味での検討なのか，有限会社は有限会社であって，それと全く同

じような規律を持つ別個の株式会社があるという，どちらの方向なのか，ちょっとまだ

分かりかねるのですけれども。

● もし，全く同じ規律を持つということであれば，二つの類型を設けておく必要もない

ですし，法制的には不合理であると思います。ですから，二つの類型を維持するとすれ

ば，そこに何らかの違いを用意しておかなければいけないという結論が出たことによる

ものでございまして，株式会社の規律の広がりを非常に広くした場合に，有限会社の規

律を全部取り込めるということであれば，そこは一体化して，一つの類型として整理す

るということは可能ではないかと考えております。ただ，それは結論を出したわけでも

ございませんし，この場で実質について御議論いただかなければならない問題であると

いうように考えております。

ただその場合でも，現在の既存の会社について負担をかけるというような形の整理は，

これは趣旨に反するのではないかと考えておりますので，仮に一体化して一つの類型に

まとめるとしても，既存の会社について御負担にならないような形での経過措置は当然

必要なのではないかと思われますので，その場合には経過措置をどうするかという点に

ついても別途御議論をいただかなければいけませんけれども，まずは一つの類型として

整理し得るような実質を双方共通に持たせ得るかどうかということについての御議論が

必要でございまして，本日は機関について，第一歩の御議論をいただきたいということ

でございます。

● 最初の丸ですね，「株式会社・有限会社に関する総論的事項」についての話にかなり

立ち入っておりますけれども，もう全体については特によろしゅうございますか。

● 前にも申し上げて，繰り返しで恐れ入りますけれども，会社という制度を使っている

最大のユーザーは中小企業だと。この会議のほかのものにも出させていただいて，非常

に私が唯一強く違和感を感じるのは，公開会社のことについて議論するのがメインで，

こういうのもあるよねと，閉鎖会社，閉鎖会社と，こう言われると非常につらいので，

実はこれが世の中のメインだと私どもは思っているのでございます。むしろ公開されて

いて，非常にぎりぎりしたいろいろなことがあって，それが逆に言うと負担になってい
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るわけですが，それが特別なものであって，そういった公開されている会社に対する規

制というのは特別におかけになればよろしいのではないかというのが，我々の原則でご

ざいまして，したがって先ほど議論の流れでいけば，いわゆるここで言う「小規模な閉

鎖会社」に対する規制をレベルをダウンしてくる，それを一般則に是非していただきた

いなと。

先ほど，まだそこまではとか，そこまでやっていないのだよねとおっしゃるのですけ

れども，いやいや，そうじゃなくて，そうしてくれと，それこそ一番使いやすい会社法

制度であって，かつて東京通信工業と言われた会社が今のソニーになったように，正に

そういう過程をたどってみんな来ているわけですから，強く申し上げたいのは，それが

当たり前のことであって，むしろ公開されている限定された数の会社は特別のものであ

る，そういう考え方を入れていただければ，商法って本当に身近な，会社法って我々の

事業に直接関係する法律になったなといって親しみがわくというか，親近感がわくもの

になるのではないかというふうに思います。

● すべての会社は中小企業から始まるというのは○○委員がおっしゃるとおりでありま

して，そこで本日の案でも募集設立は廃止してよいのではないかというような項目が出

ておりますが，○○委員の今おっしゃったようなことは非常にこの場の広い理解になっ

ていると思います。

全体につきましては，ほかにございませんか。－－よろしゅうございますか。

それでは，もう既に議論が始まっておりますけれども，最初の丸の点についていかが

でしょうか。先ほど，事務局から説明がありましたような形で一体化を検討することで

どうかということでありますが。

● 先ほど，○○幹事の御説明を聞いて非常に安心したのでございますが，株式会社の規

制がやや過重になっておって，それが有限会社法の規制と同じレベルになるのであれば

それでいいと，私どもは非常にシンプルに言ってそういうことだと思っております。し

たがって，上下関係で言うのはいけませんが，株式会社の規制のレベルがこうだとする

と，有限会社法の現在のところまで下りてくる，そして一緒になれば，実態としては非

常に使いやすい制度になる，極めて有益な仕組みになるのではないかと評価をしている

次第でございます。したがって，例えば最低資本金制度については，実体上余り必要で

はないのではないか，こう考えております。

● ほかに御意見，いかがでしょうか。基本的にはこのような一体化を検討するというこ

とでよろしいという御意見だったと思いますが。

よろしゅうございますか，総論の点はそういうことで。

それでは，個々の項目に入っていきたいと思いますが，「各論的事項」の第１の「１

最低資本金」，この問題についていかがでしょうか。

（１），（２）と２点ありますけれども，まず（１）から御意見をちょうだいできれ

ばと思いますが。

● 最近，「新事業創出法」という新しい法律ができまして，最低資本金規制を原則設立

時は１円でいいという規制の緩和をしたところでございます。その後の反応を御紹介し

ながら，経済の実体を踏まえればどういう制度が妥当なのか，御検討いただきたいと思

っております。
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実は，今年の２月から新事業創出法は施行されております。したがって，約２か月た

っているのですけれども，経済産業省のホームページに１６万件以上のアクセスがあり

まして，経産省全体のホームページアクセスの４分の１か３分の１を占めているそうで

す。それで，現在までに約１，０００件の企業の確認申請が来ていて，既に施行が始ま

っているということであります。

１，０００件の内容を見ると，当然１，０００万円以下ということなんですが，ここ

でちょっと有限会社と同等の３００万という議論がありますのでそこで切ってみると，

要するに３００万以下の資本金で設立をしたいという方々が約８割存在しております。

したがいまして，３００万以下に最低資本金規制を落としていただければ，それだけ多

くの効果が出てくるということでございます。

それから，１円で申請した人がどのぐらいいるのだということですけれども，１６件

ぐらいあるようです。全体で３％くらいなんですが，１円から要するに３００万までの

間で相当多数の方々が会社をやりたいと，こういう実態になっております。

この１，０００件という数字のインパクトなんですけれども，恐らくこれはまだ２か

月なので，１年間通して見ると相当増えると思っております。ウナギ登りで増えている

ということなので，恐らく年間ベースでいうと数千件，６，０００件とかそのぐらいの

企業数がこの法律のもとに設立されることになると思います。

現在の日本の会社の創業数なんですけれども，年間ベースで約４万社とか５万社ぐら

いまで創業の数は減ってきておるそうです。そうすると，こういう最低資本金規制の緩

和をしていただくと，日本の創業ということに対する大きなドライビングフォースにな

るということは確実でございますので，方向性としてはこういうことを是非お考えいた

だければ有り難いと思っております。

その中身をちょっと見ると，やはりＩＴ関係とかサービス関係がほとんどでございま

すね。我々別途の調査をして，大学発ベンチャーというところに調査をかけると，大体

皆さん１，０００万以下の創業コストで事業を立ち上げることができるとおっしゃって

いる方が，これもやはり６割とか８割とかいう数字に上っておりますので，是非ここの

分野については，先ほど○○幹事の方から出された株価が相当程度下落しているという

議論以外に，こうした創業を促進すべき経済環境になっていることとか，創業の内容と

して，そうした事業が現に可能になっているということを踏まえて，一般化の方向で御

議論していただければと思っております。

● ほかに御意見，いかがでしょうか。

● 最低資本金制度につきましては，平成２年にこの制度を導入するときに，株式会社に

ついてはもっと高い数字も当初考えられていましたし，また○○委員が主張されている

のですけれども，株式会社については会計監査人監査を強制すべきだとか，そういう形

の区分を考えたのですが，その後者の方はともかく，１，０００万円や３００万円と言

われると大同小異かな，基本的に有限責任の濫用を防止するためにある程度心して出資

しろというようなイメージかなと思いますので，これについて見直しをすること自体に

は反対ではないのですが，ただ創業，創業と言われても，創業してうまくいくのは一部

で，場合によっては消えるものも多いと思いますし，その消えるときにリーズナブルな

損失分配ができるかどうかという形で，２ページの冒頭にありますように法人格濫用防
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止，債権者保護というのがきちんとできるかどうか，それとの見合いだと思うのです。

１，０００万円の資本金を確保したから法人格の濫用，債権者保護を考えなくてよいと

いうわけではありませんが，こちらの実質的なことを考えながら，見合いでということ

で，希望があるからという現状を正確に把握する必要はありますが，現状を別な観点か

らも批判的に検討するとなると，法人格の濫用の防止，債権者保護との関連で，今この

最低資本金では十分でないので，これについては緩和するけれども，それとの対応関係

において実質的にここら辺のことについても議論しながらやっていただきたい。こちら

の方については，私は相当緩和することに現状では合理性があるのかもわかりませんが，

見合いの話も忘れずに議論していただきたいと思います。

● 最低資本金につきましては，平成２年改正前に議論されたころから，私としましては

株式会社と有限会社で差を設ける必要はないのではないかということを申しておりまし

た。今回は，先ほど議論されました総論的な方針ということ，私，賛成なのですけれど

も，そこからいきましても，少なくともこのａ案といいますか，株式会社を有限会社と

同額の３００万円とするというところまでであれば，そんなに問題なく踏み切っていい

のではないか，今，○○幹事の方から教えていただきましたような状況を考えましても，

それで構わないのではないかと思いますし，そこまでの決断であれば，特別に見直しを

行おうとすることに伴う代替的措置を一緒になって考えなければならないという必要も

－－もちろん強化した方がいいことはいろいろございますけれども－－特別な必要とい

う点で国民に対する説明責任という点では，それほどないのではないかと思います。

ただし，もし３００万円よりも更に引き下げた方がいいという判断をするということ

になりますと，今，○○委員もおっしゃいましたように，少し真剣に，じゃどういう手

当てをした方がいいのかということを考えていった方がいいのではないか，そんなふう

に考えております。

● ○○幹事にお伺いしたいのですけれども，先ほど３００万円以下の申請が結構多いと

いうことでございましたけれども，そこの新事業創出法なるものの申請というのは，最

低資本金だけの免除恩典を得るためのみに申請されるのか，それとの関係で，ほかの恩

典もあって，その一環としてたまたま１円とか１０万円とか，そういうふうに書いてく

るのかというのが１点。

それから，事業を興すのに，手元に１円でもってやろうというのは不可能というふう

な感じもするのですけれども，そのあたりが，単に登録免許税を安くするために，例え

ば３００万円だったら登録免許税２万円かかるのだけれども，１円だったら登録免許税

がなしで済むとか，そういう税制面の配慮なのか。私自身は，最低資本金を縮めるのに，

ないしはなくしてしまうのに賛成なのですけれども，本当のニーズというのはどこにあ

るのかというのがつかめないものですから，そのあたりちょっと教えていただきたいと

思います。

● この法律の恩典は，最低資本金規制が緩和されるということ以外に，払込取扱いの保

管証明制度の緩和とか，一連のものが実は付与されています。ただ，一番皆さんの御関

心が高くて問い合わせが多いのは最低資本金規制の緩和の点であり，それを何とか利用

したいということで申請される方がほとんどだというふうに聞いております。

それをもう少しブレークダウンして，例えばなぜ１円という選択をしたのか，１６社
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も出てきたのは，実は我々実務も意外なんですけれども，どういう意図で１円という形

で会社を創業するという選択をしたのかという点は，これは１個１個個別にこれから少

し調べて，皆様方にまた御議論をお返ししていきたいというふうに思っております。

● この最低資本金の問題，確かに関心の高い問題で，一方では確かにさっき○○幹事か

ら御紹介いただいたように，アメリカの州法では普通は規制を課しておりませんし，従

来課してきたヨーロッパ，ＥＵで課してきて，加盟各国大体課しているわけですけれど

も，そういう中で緩和の動きが見られることも確かであります。

しかし，この問題はそこだけで考えることはできない，というのは，さっき○○委員

が御指摘されたとおりで，私も基本的に○○委員と同じように考えておりますし，○○

委員が１円で事業ができるのですかとおっしゃいましたとおり，実際事業をやる以上は

何らかの事業リスクが伴うわけで，その事業リスクが伴う中で，一方で株式会社・有限

会社であれば有限責任ということになりますので，そうしますと株主，社員と会社債権

者の間の利害対立の側面が出てくることはどうしても否定できない。もし最低資本金な

し，１円でやった場合に，有限責任ということになると，どうしてもこれは債権者を害

するところが出てきてしまいますから，法人格否認等の別の手当てで実質的に，やはり

過小資本の場合にはそういったペナルティーを課さざるを得ないことになってきますの

で，そういうことを考えますと，最低資本金を廃止する，あるいは額を落とすことが，

自動的に企業にプラスになって，それが非常に歓迎すべきだというふうには直ちには言

えないように思います。むしろ本来は，さっき申しましたように一定の事業リスクがあ

る以上，それに見合った資本を設けて事業を始めていただくのが，社員と会社債権者の

間の利害調整という意味で望ましいのではないかと。

そうでないと，アメリカの場合は，さっき申しましたように州法は原則としてありま

せんけれども，その結果，法人格否認に関する法理などが非常に膨れ上がっていくこと

になりますので，それとの見合いで考える必要があって，そうだとしますと，やはり最

低限の何らかの事業リスクに見合った最低資本金の制度はあった方がいいのではないか

というふうに考えております。

むろん，最低資本金というものを一律に課すことは，事業を興すこととのバランスの

問題になってきますので，現在の経済環境を考えて，現在の法制よりはバリアを低くす

るということは十分あり得ると思いますけれども，最低資本金という制度が不合理であ

って，それをなくす方が正しい方向だというふうには私は考えておりません。

● まず，先ほど１円の資本金で仕事ができるのかという議論につきまして，実態を申し

上げれば，それは当然できないわけでございまして，なぜ１円の資本金でも始められる

システムがいいのかといえば，例えば直ちにキャッシュが用意できない場合，それから

順次必要な資材を買ったり，道具を買ったり，あるいはいろいろなお金を使うというこ

とで，そこがフレキシブルにされるということを前提にして恐らく企業というのは考え

ている，こう思います。

それから，最低資本金額の制限につきまして申し上げれば，通常，企業が取引をする

場合に，個人でも同じでございますが，相手方の信用なり力なり，そういったものが実

は判断の根拠になるわけでございまして，資本金額が１，０００億円だから信用できる

なんて，だれも実は思っていないし，資本金が１，０００万円だから信用できないとも
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思っていない。実際上，先ほどの議論，おっしゃっていることは私は論理的にはそのと

おりだと思いますが，ではそれが債権者の保護なり出資者の保護なりになっているかと

いえば，実は実態上はそういう効果はほとんど持っていないというのが私どもの世界で

ございます。その人が持っているノウハウ，技術，商品の中身，シャープさ，そういっ

たものを全部勘案して金融機関はお金を貸し，取引をする相手は材料を支給し製品を買

う，これが実態でございますから，この会社法制は過去の様々な歴史を踏まえて，こう

いう形でそこのギャランティーを擬制してきたというふうに私は認識をいたしておりま

す。したがって，商いというか，こういういろいろな経済をコントロールする法律は，

実態に合わせて当然変化を受けるべきものだと思いますので，今の状況からいえば，資

本金の最低の制限というものがその役割をもう果たしていないのが実態ではないのか，

こう思えば不必要なのではないかと。

３００がいいのか１００がいいのか１がいいのかという議論はまた別途あるにして

も，一律の議論ではないというふうに思います。

● いろいろ御意見いただきましたが，株式会社と有限会社との一体化を前提にすれば，

３００万円というところまではもうこの場で御異論はないのだろうと思います。それか

ら，３００万円未満にすることにつきましては，○○委員，○○委員等から意見があり

ましたように，その代替措置がどうなるのかというような点ともあわせて御議論がある

ところだと認識いたしましたが，今日は項目が盛りだくさんでありますので，こればか

り議論するわけにもいきませんので，大体そんなところの議論であったということで，

２の方へ入っていただいたと思うのですが。

● 話す機会がなかったものですから，一言だけ言わせてください。

経済再生の中で，今，ベンチャーの必要なこというのは大変世の中で認識されている

と思います。私は，実際に事業を行う場合のリスクというのは３００万でも４００万で

も５００万でもなくて，もっと大変な，実際問題として事業をやっていく上ではリスク

があるだろうと思います。したがって，今，３００万でそろえるというのは大変いい線

だと思いますけれども，それが手元資金でとりあえずは興すということを考えれば，３

００万円ではなくて１００万円だって同じようなことじゃないかというふうに思います

ので，３００万円にそろえるということではなくて，有限会社と同等にするということ

については賛成なのですけれども，仮に３００万が２００万でもいいではないかという

ことも是非入れておいていただきたいなと思います。

● ２ページの（２）についてはいかがでしょうか。これについても御議論いただければ

と思うのですが。

今まではこういう制度ではないわけですね。最初の米印は，これは仮に３００万円と

なった場合，３００万円以下に減資すると。今ですと，最低資本金以下の資本金を登記

所に持ってくると登記を受け付けないということになるのですが，そんなことはしなく

ていいのではないかというのが最初の米印だと思います。

次は，逆に強化する。最低資本金というものにもっと意味を持たせろというのが次の

米印だと思いますが，何かこの点について御議論ございますか。

● 最初の米印の方ですけれども，やはりそこまでは配当ができない，配当阻止数として

の意味があるわけですから，これは意義が乏しいとばかり言い切ってしまうものではな
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いと思います。

それから，２番目の米印の方については，これは一度考えてみてもいい御提案なので

はないかという印象を持ちました。

● ほかに御意見ございますか。

● ２番目のポイントは全く考える必要がないのではないか，そう思います。

● それは，理由は。

● 会社自身がゴーイング・コンサーンであるかどうかというのは，単に一時債務超過で

あったとしても，今後の収益環境等をかんがみて，銀行等が金を貸し続けるかどうかと

いうようなことだろうと思いますから，こういう状態でもって一挙に増資をしなければ

ならない，増資をしない場合には直ちに解散だというふうな強制を国が加えるべきでは

ない，そう思います。

● 最初の米印の考え方は，これは減資手続をしなくても，資本欠損，あるいは債務超過

になっても配当ができるというお考えなのでしょうか。それは，何かとんでもないこと

のように思うのですけれども。

さっき，○○委員御指摘のとおり，やはり会社の純資産が資本額を超えない限りは配

当ができないというのがそもそも資本制度の意義でありますので，当初の資本を全部消

滅してしまった後は，そこまで戻らなくても配当が以後の期にできるということになっ

てしまったら，そもそも資本制度の意味が一体どれだけあるのかなという感じがしまし

て，私にはちょっとこれは理解しにくかった点であります。

確かに，最低資本金の制度など，歴史的に言うと最初は一種の取込詐欺的な会社設立

を防止する，あるいはかつての南海泡沫事件のように，実体のない会社を設立して，た

くさんの投資家から資金を集めて，いわば計画的に倒産してしまうというようなことを

防止することが最初の大きな意味だったと思いますから，その意味では当初の資本をあ

る程度確保するということに資本制度の一つの大きい意味はあると思いますし，最低資

本金にもそういう意味が大きいと。その意味では，１円から始めるということには，ち

ょっと私，引っ掛かりがあるのですけれども，ある程度きちんとした人が事業を始めて

ほしいという意味もあるのはよく分かるのですが，ただ設立のときだけ最低資本があれ

ば，あとは資本が減るのであっても配当していいというのは，私には非常に抵抗感がご

ざいまして，この点は疑問ではないかと思っております。

第２点については，これは確かに非常に難しい問題で，従来資本制度というのは余り

実効性がないと言われた大きい理由の一つとして，確かに欠損で資本を割り込むように

なっても追加的に資本を積み立てさせて，会社に実質資本だけの資産があるようにする

という法制にはなっていない，だから意味がないのだということを指摘する向きもある

わけでありますけれども，これは一方で会社の場合，追加出資義務を課さないという，

いわば株主有限責任原則とのバランスで現在は，そういう両方のバランスとしてこうい

う制度になっているわけで，それはそれで私は一応の合理性がある制度ではないかと思

っております。

○○委員の御指摘になった点，非常に重要でありまして，昭和１３年改正までは債務

超過になると会社の取締役には会社の破産の申立て義務があったわけで，そういう制度

とワンセットで考えるということですと非常に意味がある。その中で，これはいわば追
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加出資を義務づけるというその効果をどのように制度設計するかという問題とかかわっ

てくるわけですけれども，ここで言っているのは，かつては債務超過になれば破産の申

立て義務があったのを，いわば最低資本まで戻さないと破産の申立て義務があるみたい

な制度を多分考えることになるのかと思いますけれども，そこまでいきますと非常に大

きい問題で，昭和１３年で破産の申立て義務の規定を廃止したことをどう評価するかと

いうことともかかわり，また公認会計士協会で御検討になっております会社の存続可能

性に関するディスクロージャーの問題ともかかわる非常に難しい問題で，すぐには答え

が出ないように思っておりまして，この点に関してはもう現状でいいのではないかとい

うのが私の個人的な意見でございます。

● 最初の米印につきましては，どうも最低資本金制度を主張される方はこれに反対と，

それから最低資本金制度を１円でもいいと思っておられる方は，そもそもこういう議論

は意味がないということだと思いますし，ですから余り支持はないということかなと思

います。

あとの米印は，今までの議論ではちょっと分かれておりますが……。

● まず最初の米印の点で，最低資本金の可否についてはちょっと横に置いておいて，そ

もそも資本欠損や債務超過になったら法定資本なり資本金に全く意味がないかといった

ら，そんなことはないのであって，今，○○委員がおっしゃられたように，もし最低資

本がなければ，あるいは資本の額がなければ，その後に出てきた利益はすべて配当可能

でありますけれども，法定資本なり最低の額があれば，その額を超えなければ配当でき

ないという点でそれなりの拘束があるということですので，そこは注意しなければいけ

ないと思います。

２番目の米印について，これはバランスシート上債務超過になったり資本欠損が生じ

たからといって，それは直ちに会社の価値が，ネットバリューがマイナスになっている

ということでは決してないわけで，資産の価値というのは期待で決まりますので，バラ

ンスシートの評価というのは期待では決まっておりません。ですから，その差はかなり

大きいので，バランスシート上資本がマイナスになったとか，あるいは最低額を食い込

んだからといって，それは直ちに将来の問題を何か決めるということにはならないとい

うことは非常に大事な点ではないかと思っております。

● どうも大勢は，二つ目の米印も否定的な意見が多いということでよろしいですか。

それでは，ここで休憩にしたいと思います。休憩後，非常にたくさんの課題がありま

すので，審議に御協力いただければと思います。

では，休憩いたします。

（休 憩）

● 再開したいと思います。

２ページ目の募集設立を残しておく意義は少ないのではないか，発起設立に一本化す

べきではないかというところから始めたいと思いますが，この点いかがでしょうか。

● 私個人的には，本件について募集設立をなくすことについて異議はなかったのですけ

れども，いろいろと意見を聞いてみますと，やはり残していただきたいという意見が結
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構多くて，理由の一つは，やはり発起人ということになると，事業主体になるとか責任

を持つ。お金は出すけれども，あとの事業運営については責任を持ちたくないというふ

うなときは，やはり募集という形をとっていただきたいということが実際あるようでご

ざいます。特に，１００名ぐらいで事業をやるときに，１０名ぐらいが中心になってや

って，あとの９０名には募集ということで発起人にはなりたがらないということが実際

あるようでございますし，更に外国会社と合弁会社を作ろうというときに，外国会社の

者についての権限証明書的なものであるとか，本国の資格証明書，登記の際に取り寄せ

なくてはいけないとかいうので，外国会社の方は募集に応ずるという形にしてほしいと

いうふうなことを言うとか，そういうことがあるものですから，これで六法全書がどの

ぐらい長くなるのか知りませんけれども，できれば実務界のニーズとしては，選択肢と

して残しておいていただきたいという意見が強かったということを申し上げておきたい

と思います。

● ほかに御意見いかがでしょうか。

今，○○委員が言われたことは，これは事実上ほかの方法でもできるように思うので

すがね。すぐ譲渡するとか。

● そういう知恵の働く人がたくさんおればいいのですが。素直に考えてやるものですか

ら。

● それから，やはり募集設立という制度を残しておきますと，現物出資の調査とかでも

単なる債権者保護だけではなくて，株式引受人保護という話がどうしても制度上出てく

るように思いまして，その点でも私は発起設立一本の方がいいのではないかなという感

じを持っているのですが。

しかしこれは，実務界がそういう御意見だということで……。特に何かつけ加えて御

議論ありますでしょうか。

今日はいろいろありますので，できれば御議論だけ伺って，多分結論には至らない，

方向性は出せないだろうというものはどんどん進みたいと思いますので。

● 発起設立だけになりますと，本当に教育も楽になると思います。

● この点は，このぐらいでよろしいですか。

２ページの一番下の（２）の点，この点はいかがでしょうか。定款記載事項の若干の

変更ですが。余り大した問題ではないかもしれません。

● 会社の設立に際して発行する株式の総数につきましては，授権資本制をどういじるの

かということと関係した形で議論した方がよろしい面はございませんでしょうか。

● その点，どうなのですかね。

● 授権株式数については，別途定款で定めることになっておりますので，例えば設立の

ときの定款記載事項としてこういう形をとった場合に，設立のときにどういう形で授権

株式数を定めるかという問題は，別途手当てをする必要があるので，その点は御指摘の

とおりでありまして，また次回以降の機会でそこを整理した形でお示ししたいと思いま

す。

● ほかに御意見ございますか。これは技術的な問題ですが，○○委員もこれは絶対に困

るという，そういう御意見ではないですね。

それでは，次に進みたいと思います。
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３ページの一番上，「払込取扱機関による保管証明制度」の問題でありますが，この

点についてはいかがでしょうか。

払込取扱機関による保管証明制度というものはやめると，もう少し別の形でそういう

金は一応会社が集めたということの証明を求めるということでありますが。

● 先ほど，金融機関でこれを扱ってくれないというので困るのだという御説明を聞いて

びっくりしてしまったのですが，本当にこの点，そんなに支障が多いのでしょうか。

● 実態についてお話ししていただける方，ありますか。

もしなければ，事務局が聞いているところを……。

● お答えになるかどうか分からないのですけれども，これは新事業創出法の中でこの制

度，残高証明等でも構わないというようになっているのですけれども，その議論をやっ

たときの理由としては，保管証明という議論，払込証明制度に依存していると一，二か

月ぐらい手続にかかってしまうけれども，こういうことで，要するに残高証明その他の

議論にすれば，その手続が１週間程度で済んでしまうと，相当程度楽になるという実態

があって，こういう制度を新事業創出法の方で手当てをしているというのがどうも実態

のようでございます。したがって，もし同等の効果であるならば，こういう制度をなる

べく一般化していただきたいという議論になってくるかと思います。

● 私のところ，商業登記を所管しているのですが，統計的にとか全体的に見ているわけ

ではもちろんないのですけれども，時折当事者の方から，銀行の方でこの払込みを取り

扱っていただけないということで，私どもの方に苦情の電話なりメールなりをよこされ

る方はおられます。

● これ，保管証明制度をやめたらどうなるかという……。現在の判例では，保管証明と

いうのはとにかく登記がなされるまで金融機関が預かっていますと，それまでは払い戻

しませんということなので，もしこの制度をやめますと，とにかく一時預金があったこ

との証明は登記所で見るわけでしょうから，登記ができるまで金融機関にあるかどうか

というところがちょっと変わってくるのかもしれませんが，それだけということでしょ

うか。

● 先ほどの募集設立をどうするかとの関係で，この払込保管証明制度，基本的には債権

者保護ですけれども，その設立まできちんとあるかどうかは，募集してトンズラすると

いう人たちのチェックがあるので，発起設立の場合のこの問題と，募集設立のこの問題，

少し関連づけながら今後検討していただけたらと思います。

● 二つ目の米印の方の御質問でもよろしゅうございますか。

払込取扱機関については，その範囲を拡大すべきである，上の方の米印によって残高

証明となるとすると，意味は違ってくるのでしょうけれども，この範囲を金融機関以外

に拡大というのは一体どこまでをお考えなのか。聞くところによると，当該会社自身が

証明することまで認めるという意見まであるということを聞いたのですが，やはりこれ

は，証明を出す以上は第三者性の，それなりの信用できる人が出さないと意味がないの

ではないかと思うのですけれども。

最初の米印は私は結構だと思うのですけれども，幾ら何でも第三者性だけは確保して

いただきたいと思って御質問させていただきます。

● これはどういうあれですか。
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● この話は，我々の方で調べてみたら，地方の方々の便宜を図れば，郵便局とかそうい

うところを認めてくれないかというのが実質としてあるようでございます。○○委員が

おっしゃったように，だれでもかれでもという議論では恐らくないのではないかと。少

なくともそういう意味では郵便局とか，もう少しそういうところまで広げたいという現

実的な判断になろうかと我々は考えております。

● そういうことのようです。

では，この点も特に御異論はないというふうに理解してよろしいでしょうか。

それでは，次に進ませていただきまして，４の「事後設立」でありますけれども，こ

の点につきまして，（１），（２）とありますが，どちらでも結構ですが，御意見お願い

したいと思います。

● これは，さっきの３の問題，保管証明にもかかわるのですが，それから４，５という

ところは，要するに資本充実原則をどこまで守るのかという話だと思います。さっきの

最低資本金の問題とも絡んで，両方とも確かに最近の法と経済の立場などからは余り意

味がないのではないか，特に資本充実原則の方は意味がないのではないかというような

御指摘があるようでありますので，その問題，やはり根本問題をまず考える必要がある

かと思います。

資本充実原則の歴史的な経緯から申しますと，恐らくさっきも申しましたように詐欺

的な会社設立による取込み詐欺的な取引ですとか，あるいは詐欺的な株式募集を防止す

るというのが最初の出発点だったように思います。ただ，これについては，後者の詐欺

的な株式募集等については現在では証券取引法がありますからかなりカバーされてきて

いるとは思いますが，なおカバーし切れないところもあるし，詐欺的な取引を詐欺的な

設立をした会社が行うといった点は，まだなお残っていると。そういう意味で，まず資

本充実原則というのは現在でもそれなりの意味はまずあると。

それから，２番目には，この原則はいわば会社の計算の信頼性にかかわるところがあ

るのではないかという感じがしております。すなわち，従来の取得原価主義会計のもと

では，要するに会社資産は取得原価によって計上されるわけでありますけれども，会社

成立後の商取引によって取得した会社資産については，会社経営者が会社の利益を守る

ために取引相手といわゆるアドバーサリーな取引を行って，交渉の上成立した相当な価

格で取得しているという一応推定が成り立ちますので，それを取得原価として貸借対照

表上会社資産として計上することが原則としては妥当だと考えられているように思いま

す。

しかし，これに対しまして，現物出資等の資本取引によって会社が取得した資産につ

いては，そういったメカニズムが働きにくいのではないか，例えば商法１６８条２項に

よりますと現物出資を行うのは発起人ということになりますけれども，そういった資本

取引の場合に，通常の対立的な取引による価格形成が必ずしも期待できない，出資価格

をそのまま資産価格として認めて貸借対照表に計上してよいかという疑問があり得るよ

うに思います。そこで，そういった資本取引によって取得した会社資産についても，公

認会計士等の専門家にその価値を評価してもらった上で計上を認めるというのが，この

資本充実原則といいますか，例えば現物出資等に関する検査役の調査を要求する趣旨で

はないかと考えます。
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その意味では，そういった資本取引によって取得した会社資産の計上というのは，商

取引によって取得した会社資産の貸借対照表への計上とは違うところがある。そこで，

手続的に本当に取得価格で資産として計上してよいかということを担保して，会社資産

が本当にそれだけあるかということをチェックする意味で，こういう制度が入っている

のではないかと。

そういう観点から申しますと，次の問題の方に行ってしまいますけれども，財産引受

けを考えてみますと，これは一応取引行為の形をとっておりますけれども，会社設立過

程における取引であって，発起人がいわば会社設立のプロセスの中で会社のために取得

をするわけでありますので，会社成立後の取締役が行う通常の商取引と同じような意味

でその取得価格に信頼性が持てるかどうかがやや心許ないところがあるから，こういっ

た現物出資と同じような検査役による調査の対象にしているのではないかと。

そのように考えますと，こういった現物出資に関する検査役の調査，あるいは財産引

受けに関する検査役の調査という制度は，それなりに意味があるのではないか。むろん，

ここで指摘されております事後設立の場合のように，むしろ実際の商取引のところにま

でやや大きく介入し過ぎて，実際の取引行為，会社成立後の取引行為の妨げになってい

るような点は是正していくことは私はあり得ると思っていますけれども，現物出資に関

する検査役の調査ですとか財産引受けに関する検査役の調査などは，さっき申し上げた

ような趣旨で通常の商取引の場合とちょっと違うところがあるし，取引価格の信頼性な

どについての問題があり得るので，そこを専門家によるチェックしてもらう制度として，

やはりこういった制度は意味があるのではないかと考えておりまして，その意味では検

査役による調査を，資本充実原則を廃止するというようなことは，私には疑問であると

いうふうに考えております。総論的なことを申し上げました。

● 今の○○委員のお話からいたしますと，事後設立の場合については検査役の調査は不

要とする制度の導入は全体としてバランス感があるということだろうというふうにお聞

きしまして，そこは賛成でございます。

現物出資，財産引受けの場合ですけれども，それは資本取引なのか通常の商取引なの

かということなんですけれども，そこはアームズ・レングスであるかどうかということ

での御提案だろうというふうに思うものですから，アームズ・レングスの取引である限

りにおいては，出資時であろうが後であろうが，出資時だから検査役の調査が要るとか

いう理論にはならないのではないか，だから発起人以外の者からの財産引受けであれば，

それでも検査役の調査もなくしていいのではないかと。この御提案に，私は賛成だとい

うことでございます。

● ○○委員は，事後設立，それから次にもう既に何か議論が行われておりますが，発起

人以外からの財産引受け，これについて検査役の調査を外すというのは賛成であるとい

う意見ですが，○○委員はどうなのでしょうか。

● 私は，事後設立の方は同意しますけれども，財産引受けの方については，やはり設立

のプロセスのときは成立後とはちょっと違うと思いますので，発起人以外からの財産引

受けについても検査役の調査を要求するのが妥当だと考えております。

● 事後設立については，お二人の意見は一致しているようですが，いかがでしょうか。

● ２６４条の方ですが，これも平成２年に改正されたあれだと思いますが，私も検査役
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調査をこの場合につける事情がその当時はあっただろうけれども，今から考えるとこう

いう御提案でもいいのかと思いますが，検査役調査を外した上，特に特別決議をするこ

との意味，これはどういうふうに整理するのか，やはりきちんと設立当初だから第三者

の目で的確かどうか見て株主に知らせようと，こういう意味があったと思うのですが，

それがない場合には，この特別決議の意味－－予定にないことを新たに検討項目として

提案して申し訳ないのですが－－何かちょっとここら辺の整合性はどうなるのかなと気

にはなるのですが。

● これは，平成２年前から特別決議だけはあったのですね。ドイツ，フランスもたしか

あるのだと思うのですね。検査役の調査はない。

ただ，事後設立について検査役の調査というのは，北欧はあるのだそうで，○○幹事

が言っておられましたが，そういうのが法制で，どうも私も，なぜ特別決議かと言われ

るとちょっと答える能力がないのですが。

● 提案外ですので，結構です。

● 提案外という趣旨ではなくて，米印の①は正にそこを営業譲渡，譲受けの場合とパラ

レルに考えて線を引くということの当否という点を提示しておるところでございまし

て，これは営業譲渡，譲受けのところであわせて御議論いただければと思います。

● 事後設立の方も現物出資，財産引受けの方も，特に改正されて産業再生法で産業再編

とか過剰債務構造是正としての意味合いで，実は特例措置を設けさせていただいており

ます。この措置自身が，先ほど御指摘になった資本充実原則とどう抵触するのかという

難しい議論はあろうかと思いますが，経済的な実態を考えれば，この事後設立，あるい

は後段の現物出資，財産引受けについても，ここで指摘されている方向で御検討いただ

ければ非常に有り難いと思っております。

● 今までの御意見ですと，事後設立についてはこの原案に余り反対はないように伺いま

すが，それでよろしゅうございますか。

それでは，次の「現物出資及び財産引受け」についても既に御議論が出ていますが，

発起人以外からの財産引受けにつきましては，若干議論が分かれているというのは現在

のところだと思いますが，それ以外の点，４ページの②のところでありますが，検査役

の調査を要しない場合を拡大すべきではないかという意見がありますが，この点につい

てかなり細かい議論がありますので，御議論いただければと思いますが，いかがでしょ

うか。

● 最低資本金を少なくするというようなことも含めて，どんどん少なくなると，この資

本の５分の１という絶対的基準を見直すのはそれなりの合理性があるのではないかとい

う気がいたしますので，そういう方向で御検討いただけたらと思います。

● 資本の５分の１という要件を見直すと，それで何か金額基準一本というようなこと。

● つまり，資本の５分の１ということで不適切な場合が多くなることは十分考えられる，

それはその点でこの御提案は合理性があるかなと思うということ。ただ，バリエーショ

ンはいろいろあると思いますが。

● 今の関係で申しますと，一方で最低資本金の額だけ少なくとも確実に払い込まれてい

るという必要がありますので，現在の扱いですと５００万未満ですと，原則として，特

に増資のときなんかですけれども，例えば経営者が持っている貸金債権をそのまま出資
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したということにしますと，何らかのチェックなしに増資の登記等が行われているとこ

ろがありまして，そういうことを考えますと，仮にこれを緩和するにしても，少なくと

も最低資本金の払込みについては何らかのチェックが働くようにする必要がある。５０

０万だけで，それについては何のチェックもないということになると，最低資本金が３

００万なり何なりの本当に払込みがあったのかという確認もできなくなりますので，そ

こは押さえておく必要が一つあるのかなと。最低資本金については，現金だけの払込み

を認めるというような案もあると聞いていますが，そうであればその点はクリアできる

のかもしれません。

あと，次の②のところにかかわるデッド・エクイティー・スワップにもかかわると思

うのですけれども，実際の実務で，特に閉鎖会社の実務で問題になったところを見ます

と，私，ある判例の評釈をするために両当事者の代理人等にお会いして，いろいろな資

料を見せてもらって，何が一番問題になったかというと，増資をしたときの払込み－－

まず経営者側は，自分が会社に対して債権持っていたと，それでもってこの５００万の

払込みに充てたのだといって，さっき言いましたようにそれについての確認がないまま

増資の登記がされているのですけれども，－－本当に５００万の債権があって，それが

払込みに充てられているのでしたらここのデッド・エクイティー・スワップの問題なの

かもしれないのですけれども，実務的に見ますと，その点そもそも債権があったかない

かが問題になってしまって，そこの確認がないまま増資の登記が行われる，そしてそれ

によって紛争になっているということがあるようですので，ちょっとそういう点のチェ

ックは必要ではないかという感じがします。

● ほかに御意見，いかがでしょうか。

だれがチェックすることに……。

● ですから，現在のように検査役の調査があればチェックができるはずなんですけれど

も，もしそれを外してしまうのなら，少なくとも何かそれに変わって，あるいは事後的

な担保でもいいのかもしれませんけれども，本当にそういう債権があって，それが支払

いに充てられたのかということが分かるように，できればしたいということなのですけ

れども。

● ①，②，どちらでも結構ですが，御意見いかがでしょうか。

○○委員御指摘の点は考えるといたしまして，ここにある②について二つポツがあり

ますけれども，この点については内容について特に御意見ございませんでしょうか。

②のポツ１は，これについては御異論は特にございませんか。

● 最初のこの会議で，私の資料で，特にここを個別具体的にお願いいたしましたので，

今の議論の中でそこだけがまず受け入れられて検討に上がっているのは，非常に有り難

く思います。

● では，有価証券の範囲の拡大，この点はよろしゅうございますね。

ポツ２のデッド・エクイティー・スワップ，○○委員の御指摘の点はともかくといた

しまして，ここに書いてある債権の存在は確認できたと仮にいたしました場合に，ここ

に書いてあるこれはいかがでしょうか。

● そういう方向で御検討いただければ，現在の経済環境の中では非常にいい効果をもた

らすと思っておりますので，よろしくお願いしたいと思います。
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● 別の観点の問題として，当該債権価格以下なら幾らでもいいというような書き方にな

っていますが，検査役の調査が一つは会社の資本充実の問題－－資本充実の観点からで

あれば以下ならいいと，多分そういう発想で以下ならということだと思うのですけれど

も，一方でデッド・エクイティー・スワップについては例の議論がございまして，有利

発行規制との関係どから，一体幾らの計上ならいいかということが議論されていて，そ

ちらのいわば既存株主との利益調整との関係等で，以下なら幾らでもいいという－－検

査役調査は資本充実だけ見るのだからいいのだといえばそうなのかもしれないのですけ

れども，そこについて問題がないか，むしろそれに詳しい方に教えていただけたらと思

いますが。

● これはいかがでしょうか。詳しい方は○○委員ではないかと思いますが。

● 今の御質問にはお答えする能力はありませんけれども，以下であれば必ずインスタン

トで利益が出ますけれども，それはよろしいのでしょうねということだけです。

● 債権額よりも低い価格で評価したときに。

● 債務免除益に相当するような利益がインスタントで……。

● 出ますね。これは会社が選択するわけですから。

● 実質的にその分だけ債務が免除されたに等しい状況だと考えれば，利益が出て当たり

前という話になりますし，ちょっとその辺の理解が……。法律的な観点から，意見を申

し上げる自信がございません。

● ５（１）①の，発起人以外の者から財産を買い受ける場合の財産引受けについては，

検査役の調査は要しないけれども，定款には記載することを要する，こうなるわけです

ね。

● 財産引受けの定款上の位置づけを変えるという提案は，含まれておりません。

● ○○委員の御指摘は，以下であれば幾らでもいいというのは問題であるということな

んですが，その点もありまして，履行期が到来しているものに一応ここでは限っている

わけですけれども，やはりそれは，履行期が来ていても評価すべきであると，貸し倒れ，

つまり訴訟をやっても取れるかどうか分からないと，そういうリスクも考えるべきだと。

● 私もよく分からないので，教えていただきたいということでございます。

● しかし，株主としては払うべきものなのですからね，ちょっと文句は言いにくいのじ

ゃないかと思うのですが。額面１００万円だけれども，貸し倒れリスクがあるから債権

８０万円だよと，株主がちょっと言う立場にはないような気もするのですが。

いろいろ御議論いただきましたので，そんなところでよろしいですか，この点は。

それから，（２）の「現物出資等に関する関係者の責任」の点でありますが，現在は

１９２条ノ２で，財産価格てん補責任というのが負わされておりますが，この点につい

て見直すべき点はないかということで，米印が三つ挙がっているわけでありますが，こ

の点について御意見いただけますでしょうか。

まず最初の米印についてはいかがでしょうか。取締役については，現在は著しく価格

に不足しておれば無過失責任ということなのですが，これを過失責任にしてもよいので

はないかということですが，この点について何か御意見ありますでしょうか。－－よろ

しゅうございますか。

では，次の米印でありますが，出資者等につきましても，検査役の調査を受けた場合
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等には責任を負わないこととする措置を講ずるべきではないかという考え方もあるとい

うことですが，この点について御意見いかがでしょうか。

● 私は，やはり出資者で自分の財産を出した人が，財産にそれだけの価値がなければや

はりその分は出した人が負担すべきではないかと思っておりまして，そういう意味では，

現在のこの出資者については扱いを変える必要がないように考えております。

ただその場合，あとの出資の取消権を認めるということ，これは１９２条ノ２の２項

との対比で，それはあり得る話かなと思うのですけれども，責任については現行法と同

じでいいのではないかと思います。

● 私も，米印の一つ目と三つ目はいいのではないかと思います。米印の２番目も，どう

かなと思うのですが，一番疑問に思うのは米印の２番目で，○○委員と同じです。

● ほかに御意見ございませんか。

では，大体この米印の一つ目と三つ目は御異論ないと。２番目については疑問が出さ

れたということでよろしいでしょうか。－－では，一読としてはそういうことで処理さ

せていただきます。

次が，やり出すと延々時間がかかるのではないかと言われている問題でありますが，

４時１０分ぐらいまでというふうに時間を限る形で，１の「取締役の会社に対する責任」

の部分について御議論いただければと思います。

特に分けるという必要はないと思いますので，どの点でも１の（１）から（３）まで

につきまして御議論いただければと思います。

● 先ほど，○○委員から御指摘がありましたように，この部会資料では違法配当に関す

る責任について，意図的に記述を省いております。違法配当も含め，配当に関する規律

を一般的にどうするのかという点については，別途論点整理をしているところでござい

まして，それとの関係で違法配当に対する責任がそもそもどうあるべきかということも

あわせてお考えいただきたいということで省いているものでございます。それ以外の責

任についてのみ記述をしているものであるということで，御理解ちょうだいできればと

思います。

● ではそういうことで。

● まず非常に一般的なことですけれども，○○委員の方からおっしゃったこととも関連

するのですが。

そもそもこの問題については，委員会等設置会社とそうでない場合とで差を設けると

いう方向で，差があっても構わないという方向で個別に議論をしていくのか，それとも

全体として，やはり差は設けなくてもいい問題なのではないかという前提に立って，全

体を含めてベストなルールはどういうものであるのかというスタンスでいくのか，その

点から御議論いただけると私どもは分かりやすいのではないかと思われますが。

● その点，非常に重要な点ですが，いかがでしょうか。

● 私自身は，委員会等設置会社のときも急いでああいう格好にいたしましたけれども，

本来，幾ら監督が十分であろうとなかろうと，その結果起きてしまった問題の事後の責

任の話ですから，委員会等設置会社とそうでない場合とで基本的に変える必要はない問

題だというふうに思っていますので，そういう観点でもう一度全体を見ていくという，

そういう議論のスタンスの方がいいのではないかと思っております。
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● 特に差を設ける必要はないのではないかという御意見だと思いますが，いかがでしょ

うか，ほかの委員の方は。

● そのとおりだと思います。

● 経済産業省が前回御提案申し上げていたのも全く同じような考え方で，この責任化の

議論というのは委員会等設置会社を設けるか設けないかというあの議論とは独立の論点

で考えておりましたので，今おっしゃったような方向で御検討いただければと考えてお

ります。

● 大体今までの御議論は，差を設ける必要はないのではないかという方向からの意見だ

と思いますが，その点，特に御異論はありませんでしょうか。全体を統一するという方

向で考えるということでよろしいでしょうか。－－それでは，そういう前提で御議論い

ただければと思います。

● 先ほどの冒頭の最低資本金の問題についてもちょっと絡むのですが，最低資本金を相

当低くするということになってまいりますと，配当規制をどうするかということが非常

に密接に関係するかと思います。それで，先ほどの幹事の御説明ですと，配当規制につ

いては別途論点整理をするというお話でしたので，その際に現行２９０条に相当する配

当規制条項をどうするかということの御提案が恐らく出されるのだろうと思うのですけ

れども，今の取締役の責任に関していえば，私個人としては委員会等設置会社と監査役

設置会社とでガバナンスの在り方というか，能力というか，それについては特に差を設

ける必要はないという○○委員その他皆さんの御意見に賛同しております。

ただ，配当について，監査役設置会社においても取締役会で確定するという方向で行

くのか，あるいは株主総会の決議が必要だということにするのか，それによって配当に

ついての責任をどういうふうに考えるかということが，今日の議論ではちょっと範囲外

になっているかと思いますので，これを配当規制との関係で，配当についての取締役の

責任をどういうふうに考えるか，これを配当規制についての後日の検討課題ということ

で，その点も含めて整理をしていただけると有り難いというふうに思います。

これは，意見というよりも，将来の論点整理についての積み残しという部分があるの

ではないかなという気持ちがいたしましたので，ちょっと指摘させていただきました。

● それでは，これ一つ一つあれしていきましょうか。

まず，「利益相反取引等による対会社責任の無過失責任化」，この問題につきまして，

現在これは利益相反取引につきましては対会社責任は無過失責任ということなのであり

ますが，これを過失責任化すべきではないかということでありますが，この点について

はいかがでしょうか。

● 利益相反取引につきましては，監査役設置会社も含めてなんですけれども，（１）の

①の「総論」の米印２番目のところにある「無過失責任を負う取締役の範囲を限定す

べきである」というこの意見に賛成です。

やはり利益相反取引をして，自分自身が利益を得た者の責任につきましては，その利

益を取り上げてよろしいわけですから，これは過失・無過失を問わず責任を負うという

ことでよろしいのではないかと思います。それ以外のものの責任につきましては，やは

り義務違反ということで，過失責任に切り替えてそろえるということに賛成いたします。

それから，③のところにあります立証責任の問題の話ですけれども，ちょっと余り基
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本的なところで伺うのも恐縮なのですけれども，一般的に不法行為の場合であれば過失

の立証責任は原告の方にございますが，債務不履行の場合は過失の立証責任は一般論か

らいっても被告側にあるというところからスタートするのではないのでしょうか。そう

は言っても，現実に義務違反があるということを主張立証するのが大変難しゅうござい

ますので，そこで詰まってしまうという現実問題はあろうかと思いますけれども，ただ

こういう法理論でいった場合には，過失の立証責任があるのは被告側だということには

ならないのでしょうか。

● その点は，任務懈怠を原告が主張しますと，その任務懈怠を立証すると，それは即過

失があったということの立証であって，だから任務懈怠が立証されてしまうと無過失を

立証する余地がなくなると。

● そういう現実問題はあると思うのですね。しかしながら，例えば形式的な義務違反の

場合には，原告側の主張は楽なわけですね。例えば，取締役会にかけるべきものがかけ

ていなかったというような手続違反ですと，非常に簡単に言えるわけですね。

● はい，そういう問題があります。

● 分かれる場合もあるわけですから，ちょっとここの法理論を余りあいまいにしたまま

議論しない方がいいのではないかというように思うのですけれども。

● ですから，大変時間を食う問題だろうと。

非常に一般的な善管注意義務違反ですと，先ほど私が申しましたように任務懈怠の立

証と，それから無過失の立証とが重なってしまうのですが，それ以外のおっしゃったよ

うな具体的な規定の違反ということになると，その違法な行為をしたということだけの

立証でよいのではないか，それを無過失を取締役の側で立証するということになるので

はないか，そういう議論は最近非常に唱えられているわけでありますけれども。

● 先ほどの○○委員の無過失責任を負う取締役の範囲の限定なんですけれども，自己の

ために行ったというのはよく分かるのですけれども，会社の場合ですと，普通あります

のは，ある関連会社の代表取締役として会社と行った行為，その会社に対して債務保証

を行ったとかいうことになると思うのですけれども，そういうときにも無過失だという

のはちょっときついのではないか。自己のための，自己取引であるというのはよく分か

るのですけれども，第三者のために行った利益相反取引については，やはり一般的な，

ないしはその挙証責任の転換でもよろしいのですけれども，それはやはり過失責任にし

ていただきたいと思います。

● そうなんですね，そうすると取締役が直接利益を得たかどうか，代理人として行為を

したかという，その問題が確かにあるのですね。

● 私も，今の論点について言えば，自己取引で自分が利益を受けている場合については

無過失ということでよいのではないかと思います。ですから，○○委員のおっしゃった

ように，第三者のための場合は除くということは考えられると思います。

それから，次の立証責任について，大議論があるところですけれども，部会長がおっ

しゃったように，大部分の場合にはなす債務の，注意義務の立証がいわば過失の立証と

ほとんど重なるということを考えますと，ｂ案的な考えの規定を設けるという考え方が

多いのかなという感じがしております。ですから，承認を得ずに取引をした場合には，

自分が無過失だということを取締役の側が立証しなければいけない。そうでない場合，
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承認を得ていた場合には，一応無過失という推定が成り立って，相手方の方，責任を問

う方が過失があったということの立証が求められるという，多分そういう考えが多いの

かなと思います。

ただもう一方では，承認の意味を一体どこに置くのかというところがあって，あるい

は損害の有無についての事実上の証明なのかなという気もちょっとはするのですけれど

も，過失の方にかかわらしめるとすると，ｂの方かなと思います。

● ちょっと新しい法の２１条の２１の理解が不十分なのか分かりませんが，２１条の２

１は，２６６条１項４号とは異なって，明確に承認を受けた取引について１号，２号，

３号ときちきちっと，これまで２６６条１項４号の責任についていろいろな学説の争い

を整理する形で規定されていますし，恐らく２６６条１項４号についてもこの２１条の

２１第１項の規制類型に合ったような解釈論が事実上支配的になるというような前提で

いたしますと，何か○○委員のおっしゃったことが誤りというわけではないのですが，

ｂ案というのがここにぽんと出てくると，これは違法なことで，２１条の２１とはかか

わりのない領域の話かなという気がしたのですが。

従来からの２６６条１項４号の責任は，承認があったときのもので，承認がなかった

場合についても５号の責任だと，５号の責任については解釈論でいろいろ言われていた

ので，要するに○○委員のお考えは承認を得ている場合については特に問題なくて，得

ていないのは，これはしかし先ほどの御指摘のとおり５号の責任としてこうなると，こ

ういう理解かなと思って，ｂ案が，これを我々はしましょうという意味があるのかない

のか，ちょっと分からなくなったので質問させていただいたのですが。

結論は，おっしゃるとおりですけれども，こんな規定，今，要るのかと。

● ｃ案といいますか，現在の２１条の２１は，これはやはり利益相反取引で会社に損害

が生じたということさえ原告が立証すれば，無過失については取締役側が，関係した人

間はみんな取締役側が無過失を立証しなさいということでありまして，やはりこの考え

方は利益相反取引なんだから，それは分かっているのだからより注意しろと。原告側が

任務懈怠といいますか，過失があったことまで立証するということであると，通常の取

引と何ら変わらないではないかと。通常の取引をして会社が損害を受けた場合の責任の

在り方と何ら変わらない，それはおかしいというのが現在の２１条の２１なんだろうと

思います。

● ですから，それはそれでいいのですが，ｂ案というのは，その領域でないことがここ

にぽっと出てきたという感じがしたという，それだけのことです。

● そうですね，これは規定がなくてもこうなるかもしれません。おっしゃるとおりです。

いかがでしょうか，ｂ案ならば規定が要るのかどうか分かりませんが，とにかく実質

はｂ案かｃ案か，こういうことですかね。

いかがでしょうか，ほかの委員・幹事の方。ほかの点でも結構です。

②はいかがですか。これは，例の利益相反取引には総株主の同意がなくても免責でき

るという規定があるのですが，あれは無過失責任だからそうなんだというのが最高裁の

判例でありまして，ところが商法特例法は過失責任にしながらこの免責規定も入れてい

るということで，最高裁の判例と違うのではないかという意見もあるところなんですが，

それについて見直す必要があるかということなんですが，その点については。
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● これについては，次回以降に検討されることでしょうけれども，５項の総株主の同意

を常に要求する必要があるかと連動してトータルに議論すべきところだと思いますの

で，そのときにまた発言させていただきますが，今，部会長がおっしゃいましたように

無過失責任だからという感じで何となくおさまりがいい規定が，過失責任になったとき

にはちょっとおさまりが悪いので，断定的な物言いは５項との関係がありますので言え

ませんが，まあ見直す方がいいのではないかと。そして，商法特例法の２１条の２１も，

５項，６項の関係が関連しますので，目をつぶって置いておいた程度のことで，怒られ

るかもしれませんが，これが正しいと思って，絶対必要だと思ってこういう規定を設け

たわけではないと思うので，５項との関連で，将来見直す方向でというような含みのあ

る形でおまとめいただいたらなと思うのですが。

● あと，大きなところは（３）を御議論いただきたいのですが。

利益供与については，どうもこの原案は無過失責任を維持すべきであるという，こう

いう考えでありますが，この点についてはいかがでしょうか。

● （２）なんですけれども，私自身は米印で書いてある考え方に賛成です。２６６条２

項，３項については，合理性があるので，維持していいのではないか，つまり委員会等

設置会社とこれまでの会社と融合させて考えた場合に，従来型のものを維持する格好で

検討するのではどうかというふうに思います。

それから，（３）についてなんですが，今度は逆にこれは，利益供与については供与

を受けた人から奪うのはともかく，どうして無過失責任なのかということを詰めて考え

るとよく分からなくなって，従来余りにもこの問題が深刻であったがために，厳し過ぎ

ても構わないという格好で来ていたのかなということですが，それをやはり維持した方

が今の社会的な状況からいっても，維持する必要があるという判断であれば，特に反対

するということではございませんのですが，ひょっとしたら見直してもいいぐらいの問

題であるのに対して，逆に私自身は，もし両方そろえるということになりましたときに

は，２６６条の１項３号の仲間貸しの点，あれを委員会等設置会社で外してしまったこ

とが果たしてよかったのかどうかを見直した上で，両方一緒に，全株式会社について規

定を一緒にしていくという方向で御検討いただけたらと思います。

● ほかに御意見，ございませんでしょうか。

● この利益供与ですけれども，これもほかの責任と同様に，過失責任化の方向で検討す

べきではないかと思っております。もちろん，非常に社会的悪だということですけれど

も，そうだということを認識しないである会社に何かを取締役会の決議で発注したとこ

ろ，総務担当の重役がそれを知っていたのだけれども，そういう筋の発注行為であると

知っていたのだけれども，あとの者は何も知らなかった，あとで当局の立入りを受けて

分かったというふうなときに，本当に全員に無過失責任を負わせるべきなのかどうかと

いうことは，筋論としておかしいだろうと，こう思うものですから，本件につきまして

も過失責任化をすべきであると，こう考えております。

● ほかに御意見ありませんでしょうか。

● 質問だけなんですが，これは２号の責任が無過失責任だというのがもう一般的な解釈

だという前提でおまとめになったと理解していいわけですか。つまり，ここのコンテク

ストの無過失責任というのは何かというと，例えばだれも知らなかった，ただ総務課の
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係員だけが知っておった，しかしだれも取締役のメンバーは知らなかったときにも責任

を負わす必要があると。

● 商法特例法の規定を読む限りは，どうも無過失責任に読めるのですね。

● 商法特例法で，従来の解釈を特定の方に導いてひっくり返ったのかなという感じがす

るという，それだけのことですが。

● まず最初に，（２）の２６６条２項，３項ですけれども，過失責任をとるならば，過

失行為とその結果との間の因果関係の立証が必要になりますので，取締役会の決議に加

わった人についてその因果関係を立証するというのは非常に難しいものですから，そう

いう人が一人投票しなくたって通ったろうというようなことを言われたら，どうしよう

もないところもありますし，実際因果関係の立証というのは難しいところがありますか

ら，それを救うという意味で２項，３項は私もあった方がいいと思います。

次に，（３）の点は，皆さんの御議論，私もそういう感じがするのですけれども，無

過失責任とした場合であれば，２項，３項がこの場合には働かないとすることが多分必

要で，そうすればさっきの○○委員のおっしゃったような場合は多分当たらないことに

なるというふうに思います。

● いろいろ御意見いただきましたが，なお検討させていただくことにしたいと思います。

それでは，２の点，先ほど○○委員も触れられた「委員会等設置会社以外の会社にお

ける利益処分の取締役会権限化」でありますが，この点について御議論いただきたいと

思います。

これにつきましては，どういう要件があれば認めていいのかということにつきまして，

特に米印の２番目以降，３番目，４番目というようにいろいろなことが書いてあるわけ

でありますが。

● 是非こういうふうにしていただきたいと思うのですけれども，要件の中の①と⑥，こ

れは要件から外していただきたいということでございます。

● ①は，定款への記載ですね。

● この前も申したところですから。

● これの趣旨は，取締役会で権限化するのかしないのかを定款自治で選択させるという

趣旨だったのですが，そうでなくて。

● 委員会等設置会社の場合には，定款でどちらかというふうに決めていませんですよね。

それと同じで，もう普通の会社に，コンベンションな会社においてもすべて取締役会で

と。

● ②から⑤までの要件があれば，すべて取締役会権限になるという，そういうお考えで

すか。

● この問題につきましては，先回の改正におきましても相当議論したあげく，ようやく

合意ができたところとしてこういう改正がなされたわけでありますけれども，これをも

う少し，委員会等設置会社の要件だけで切るのはおかしいということで，もう一度全体

として見直そうという御趣旨だと思うのですが，私自身は，やはり取締役会がどんどん

と配当しようと自分たちで決めてしまう権限を認めるのがおかしいということではない

と思うのです。中間配当だって，今そうされているわけですね。したがいまして，むし

ろ問題は，取締役会が配当しようとしないときに，株主たちの方が解任をするなり，１
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年で交代させて取締役会のメンバーを変えなければ，その問題について文句が言えなく

なるという，そちらの方が問題だと思いますので，そういう意味ではこの７ページの一

番最後にあります米印，利益処分の取締役会権限化を図るけれども，しかし少数株主権

としてこのような請求権を設けると，これを今回真剣に考えてみたらいいのではないか

と思います。もしこの点がきちんとかけられるのであれば，委員会等設置会社という縛

りではなくて，一体あとはどういう要件があればこういうことを認めてよいのかという

議論に入れるのではないか，そのぐらいに最後の米印の部分というのは大きな意味を持

つのではないかと思っています。

それが満たされたとした場合には，あとどのような要件かということで，ここは○○

委員と意見が違うところになるわけですけれども，当然定款の記載はあった方がいい，

②，③，④も必要だと思います。

それから，⑥については，やはり社外取締役を取締役会の過半数とするか，あるいは

指名委員会，報酬委員会の二つの委員会は置いて，その二つの委員会の過半数が社外取

締役であるという程度の，要するに委員会等設置会社に認めたのとパラレルな形での社

外取締役化の要件というものを課す必要があるのではないかと思います。

● 監査をする立場から申し上げますと，やはり社外流出するものは恣意的であってはな

らない，恣意的か否かをチェックするということが非常に重要だと思うのですけれども，

会計監査人の設置というのは大変有り難いことなんですけれども，それ以外にディスク

ロージャーが本当になされているかどうかという観点から申し上げますと，やはり閉鎖

会社，公開会社，星印でいくと三つ目でしょうか，このポイントは私は重要だというふ

うに思います。ディスクロージャーするといっても，メールでちょこちょこっとホーム

ページから出すような話ではなくて，やはりきちんとした社会的なディスクロージャー

がなされているという前提があってこそ意味があるのではないかと。そういう意味では，

やはり公開会社か否かというのは一つのポイントではないかというふうに思います。そ

れさえあれば，恣意的かどうかというのはかなりチェックできる。

もちろんその中で，会計監査人のチェックとか，それ以外の話もあるかと思いますけ

れども，大きな枠がそういうことでなされるのではなかろうかというふうに思います。

● 委員会等設置会社においても，例えば定款でもって利益配当権限を株主総会なのか取

締役会なのかということに持っていこうという御提案ではなくて，委員会等設置会社は

もう取締役会になるということで，監査役設置会社においてどうかという検討なのでし

ょうか。

● これはそうだと私は思っておりましたが，どうですか。

● それも含めて……。

● それも含めてだということでありますと。今，事務局からメモが入ったのであります

けれども，子会社が委員会等設置会社の場合において，親会社として利益処分権限を総

会権限としたいという要望が多くあるということでございますので，私は先ほど定款へ

の記載は云々と申し上げましたけれども，両方とも定款自治に任せるとした方がと。失

礼申し上げました。

● 三つ目の米印のところで，公開会社か否かで扱いを異にすべきかと。皆さん，余り御

興味がないようで，ほかの話しかされないのですが，上の①から⑥までのこの要件を見
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ても，とてもこれを非公開会社に課して権限を取締役会に下ろすというのはちょっと不

可能だと思いますので，差別にならない程度に扱いを異にしていただくなり，あるいは

両方とも簡便な方法ということをお願いしたいと思います。

● 「公開会社」と書かなければ，事実上，上の方の要件で公開会社だけになるだろうと

いう，そういう御意見ですか。

● いや，何も言わないとこの条件が課されたままで，小規模会社もこれになってしまう

と困るなということです。

● 小規模会社にもう少し緩い要件でこれができないかと，こういう御趣旨ですね，おっ

しゃっていることは。

● 定款に記載をして，最初の株主が全員それでいいということで合意をしてしまえば，

あとはいいとか，いずれにしても取締役会自体も，後でまた議論になりますが，例えば

取締役の人数が一人，二人というようなケースも相当多いでしょうけれども，株主の数

も非常に限定されるし譲渡も制限されているという状況ですと，少しここら辺の扱いは

変わってきてもいいのではないかと。

● 分かりました。

時間もありますので，これはとても今日方向性を出すというところにはいかないと思

いますので，いろいろ御議論いただいたということで，第二読会以降に回させていただ

きたいと思います。

最後，８ページの「３ 「閉鎖的株式会社」における機関の簡素化・柔軟化」の点で

ありますが，この点について御議論いただきたいと思います。

基本的には，そこに書いてありますように方向性としてこういう要望が強いというこ

とでありますが，この点はいかがでしょうか。

● 一番最初に確認されました，できるだけ株式会社と有限会社との規制の一体化を図っ

ていくという観点からいきますと，こういう方向での議論をするということは結構なの

ではないかと思います。その際，取締役会を設置する会社と，そうでない会社とのグル

ープ分けができることになり，その取締役会を設置しない会社については，従来の有限

会社法的なものがどっと入り込んでくるという設計だろうと思いますが，基本的な方向

は賛成です。

ただ１点，少し気になりますのは，取締役会が設置されない会社の取締役について，

任期規制を課さないとしていらっしゃるわけですね，果たしてそれがよいのだろうかと

いう問題がある以外に，任期規制がないがために，有限会社については休眠会社の整理

ができないのですね。やはり定期的に登記所の方に足を運んでいただいて，その会社が

生きているかどうかということをチェックするということは，それなりに果たしている

意味があるという，その点ともあわせて考えますと，もちろんもともと任期というもの

はあった方がやはりいいのではないかということがメインではございますけれども，そ

ういう付随的なものもございますので，任期というものはやはりあった方がいいという

のが私の考えです。

もしも任期をここで外すというようなことを考えられるとするならば，何らかの形で

定期的に登記所に何かを届けなければいけない，それが計算書類の届出であれば全く問

題はないと思いますけれども，何らかのものをやはり考えた方がいいと思いますし，そ
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れから解任決議については普通決議でよいとするというのは，今も有限会社はそういう

扱いですから，当然それが入り込むことになると思いますが，そうしなければつじつま

が合わないだろうというふうに思います。

なお，解任決議の普通決議化というのは，それとは別個にまた議論した方がいい問題

なのかもしれないと思っております。

● これは質問ですけれども，この完全子会社といった場合の「完全」という意味は，今

あるホールディング・カンパニーの子会社もこの完全子会社になるという位置づけなの

でしょうか。

● これは，１００％子会社。

● そうすると，例えば銀行で今盛んに行われているような再編が行われて，完全に事業

を行うところが子会社で，持株だけが親会社というケースも，この完全子会社には入る

という意味ですね。

● はい，１００％子会社であればそうです。

● そうすると，そういうケースの場合も当然取締役は一人で，監査役は要らないという

こともあり得るという，そういう筋立てで考えてよろしいわけですね。

● はい。

● 確認させていただきたいのですが。

取締役の設置が義務づけられていないというのは分かるのですが，二つ目の米印のと

ころで，この「「取締役会」を設置する会社」というのは，法定の取締役会が設置され

ているというふうに読み込むわけですね。

● そうです。

● 義務づけられていないけれども任意にやったというのではなくて，何かここだけが義

務とか何かがないので，そういう趣旨でよろしいのか。

● はい。

● 分かりました。ありがとうございました。

● 法定の取締役会というものがあって，そこが原則的な業務執行権限を持つ機関になる，

そういう解釈です。

● ○○委員からのお話で，休眠会社がたくさん増えてしまうのは問題だということにな

ると，社会上は登記所に残っている，そして何も活動していないというのは，別に実害

があるとも思わないのでございますが，それはまずいですか。

● それがまずいだろうということで，株式会社について休眠会社の制度を設けてきたわ

けですね。

● 実害が何かあるのか。登記所の書類がたまってくるというのは，それはあるかもしれ

ませんけれども，そんなものは国家サービスで当たり前ではないかという程度の話なん

ですが。

● 登記所の書類がたまっていくというのはそのとおりでございますけれども，それ以外

に，要するに実体のない法人格の外形だけが残っているということは，一般的にはそれ

が何ら関係のないものが会社乗っ取りのような形で会社の法人格を使って何か悪いこと

をするということに使われるおそれがあるということで，その商法の規定が設けられて

いるということですので，そのこと自体は任期規制があってもなくても同じことではあ
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るという意味で，本来，実体のない会社がいつまでも，１０年，２０年であればいいの

ですけれども，５０年，６０年もそのままというのはいかがなものかということだと思

います。

● そのことについては当然了解をするわけでございますが，実体があるかないかと，悪

用されるかされないかというのはまた全然別問題でありまして，実体があってもなくて

も悪用する人は当然いるし，あってもなくても悪用しない人は悪用しないと。ちょっと

そこは，やや今もお話が出ましたが，任期の話と直接リンクして考えることではなくて，

休眠法人，休眠会社についての整理はまた別の観点からしっかりするということで，そ

のためにじゃ任期をちょっと有期にしようという議論ではないように思うのです。

● 付随的に，そういうリンクが今ありますよということを申し上げただけで，それがメ

インというよりは，やはり本来任期はあった方がいいのではないかということでござい

ます。

● 先ほどの確認の上で意見を言わせていただきたいのですけれども。

小規模閉鎖会社と，いわゆるホールティング・カンパニーの今の完全子会社とは，や

はり実体が違うのではないかと私は思うのです。例えば，銀行等の完全子会社を見た場

合に，その事業規模というのは大変大きいものがありまして，実体は事業の大部分を占

めているわけですね。そうすると，私，ちょっと勉強不足で連結のことについて商法上

どういう規定があるか分からないのですけれども，連結する親会社が，子会社の内部統

制等の設置に対する義務というものがあるのかどうかということが分からないのですけ

れども，もし親会社にあるとすればある意味で理解できるのですけれども，やはり内部

統制等，十分な管理体制を築くというのが子会社の経営者にあるとすれば，この規定で

取締役は一人でいいというふうな方向性は，私はちょっと理解できないなと，こういう

ふうに思います。

● これは非常にいろいろな論点があるのですけれども，事務局で論点を整理していたと

きに非常に問題になったのは，この案では（１）②の最初の米印ですね，取締役会を設

置する会社については監査役は必ず義務づけられると。先ほど○○委員が言われた，法

定の機関としての取締役会があれば，監査役の設置が義務づけられるというのがここの

案なのですが，そこの米印にありますように，取締役会を設置する会社においても監査

役を置かないという，そういう機関形態を認めるべきではないかという議論があったの

ですが，つまり取締役会が監督機関と，監査役は置かないけれどもと，そういうのもあ

っていいのではないかという議論があったのですが，この点はいかがでしょうか。

● いろいろバリエーションは考えられると思うのですが，従来型の株式会社的なものを

受け継ぐのが取締役会のある会社であり，それから有限会社型を受け継ぐものが取締役

会の置かれない会社であると，その２種類ぐらいを見ておけば，大体の需要は満たされ

るのではないでしょうか。と思います。

● その企業，会社の中の株主さんを含めて皆さんが合意をされるということが一番重要

なことでありまして，その合意に従ってやればいいと，極めてシンプルではないかと。

したがって，取締役会が設置されない会社，設置される会社，両方とも，例えば監査役

の設置の義務づけというところまでは必要ないと思っております。最初から納得づくで

決めればいいと，こういうことでございます。
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● ただ，経営をする人に対する監督機関が全くなくていいかという問題があるわけで，

取締役会自体が監督機関の実質を備えておればいいのですが，そうではなくて，みんな

が経営に携わっていると，それで監査役なしでいいか，そういう点はどうでしょうか。

● 実態を申し上げれば，みんなできちんと監視しないとあの代表取締役では危ないぞと

いうときには，取締役会が置かれ，監査役が置かれという道がちゃんと開かれている。

そこは互いにウォッチしながら自己責任でやっていくということであれば，そういうこ

とでよいのではないかと。

実態を見れば，余りラフなことは言うつもりはありませんけれども，正にそういうこ

とになっていまして，監査役はおじさんだったとか，いとこの子供だったとか，そうい

うケースがあって，時々形は，そこはちゃんとやってもらっている，こういうのがほと

んどではないかと思います。

● 今回の商法の改正について，中小企業の立場から非常に期待も高いので，今，私ども

中小企業政策審議会で並行的に中小企業の立場から商法改正についてどう考えるかとい

う議論をさせていただいておりまして，まとまり次第，また皆さんに御報告したいと思

いますけれども，今回この機関の関係で申しますと，これまでの議論だと，いわばでき

るだけ有限会社並みの規制にするということは，定款自治の範囲を広げていって，小規

模，譲渡制限がついている株式会社の株主と取締役とが実態上余り分離していない場合

も多いので，そういったところの実態に即して，できるだけ定款自治で決めていこうと

いうのが一つの大きな考え方だと思います。そういう考え方を進めますと，例えば法定

の取締役会を設置するかしないかというのは任意になると，その場合，じゃ監査役はそ

のときにどうするのかということとか，あるいは取締役会を，ここの（１）①の３番目

の米印でも，取締役会が設置されない会社の取締役については任期規制は課さないけれ

ども，取締役会が設置されると任期規制が課されるということになるのですけれども，

それをセットで，パッケージとして商法の規定をあらかじめそこまで決めることが必要

なのかどうか，そこのところは株主が定款で選択をするという形に任せてもいいのでは

ないかというのが，中小企業の方々からの意見としては非常に多かったので，また私ど

もの議論が進みましたら御報告したいと思います。

● 今，○○幹事が言われたように，ここの原案は法定の権限を持った取締役会というも

のを置きますと，これは一応は所有と経営が分離したと，その限りで。したがって，監

督機関が要るでしょうと，ですから監査役は置きなさいと，そういうスキームでできて

おります。

それに対して○○幹事は，そこまで，取締役会を置いたかどうかでそういう機関構成

ががらっと変わるということまでは必要ないのではないかということを言われたと思い

ます。そういうスキームでできているということを念頭に置いて，第二読会までにその

点についてお考えをおまとめいただければと思います。

一つ重要な点は，（２）の「「閉鎖会社」の範囲」でありますけれども，これについ

て基本的にはこの原案は，米印のところにもありますように，株式の譲渡制限の有無で

一応閉鎖性というものを切ってはどうかという考えでありますが，この点いかがでしょ

うか。

特に御異論ございませんでしょうか。
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● 一つ質問してよろしいですか。

これは，機関という中には会計監査人は入っていないという理解でいいのですね。つ

まり，株式の譲渡制限をしているからといって，全く会計監査人不要だということに必

ずしもならないのではないかと。

ヨーロッパなどでは，有限会社でも非常に大きいところは－－有限会社は閉鎖的です

けれども－－会計監査は多分受けていると思いますので。

● ここでは規模のことは入ってないのですね。

● 会計監査人の関する規律の在り方について，また次回以降に御相談させていただきま

す。つまり，会計監査人を設置すべき会社の範囲をどうするかということと，設置すべ

き会社の機関の在り方，会計監査人が置かれるということに伴って必然的に機関の在り

方に制約がかかるとすれば，今までの議論とはちょっと別の規律がかかるということに

なります。それらの点も含め，次回以降に整理させていただきたいと思います。

● それでは，大体この点は株式の譲渡制限の有無ということでここの規制は考えるとい

うことで，その方向でよろしいでしょうか。

● 私もそれでいいと思うのですが，ただ株式の譲渡制限のある場合にはこういうことに

なりますよ，こういう選択肢がありますよとかいう，そういう規制になるのだろうとい

うことでよろしいわけですね。

つまり，閉鎖的株式会社というものが何か定義されてくるとか，そういうことではご

ざいませんですね。

● はい，譲渡制限のある会社については相当の自由度を認めると，こういうことです。

● 「閉鎖的株式会社」というワーディングは是非おやめいただきたい。

● 法律の中に「閉鎖的株式会社」という言葉は出てこないと思います。

● この資料もとても持って帰れないものですから，これは物すごいネガティブ・イメー

ジで，私どもの世界ではこういうワーディングは一切使ったこともないです。したがっ

て，申し訳ありませんが社会の大宗を占める皆様方，このワーディングは是非次回以降

削除していただきたい。違うワーディングだったら結構でございますけれども。

● 学会では，○○委員の「アメリカ閉鎖会社法」以来，非常に確立した言葉になってお

ります。まあ，検討はさせていただきます。

● ちなみに，何か代案は。

● 「完結」という言葉でも……。中で「完結」しているとか，「譲渡制限」とか，何で

もいいのですけれども，「閉鎖」というのは，閉鎖病棟とか，会社が閉鎖とか，ろくな

イメージしかないものですから，ちょっとこれは勘弁してもらわないといかんですね。

● それでは，３の点はそのぐらいにいたしまして，４以降ですが，４と５につきまして

はこれでよろしいでしょうか。特に御異論ないと考えてよろしいでしょうか。

● ４ですけれども，今でも定款で別段の定めはできるのですね，したがいましてどの程

度の必要があるのかということが余りよく分からない。

米印は賛成です。

● 定款の定めいかんにもよるのですけれども，よりフレキシブルな形で開催地をお決め

になりたいというニーズがあるやに伺っておりますので。

何か御指摘があれば……。
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● あと数分お願いしたいと思いますが，６はいかがでしょうか。これはかなり大きな問

題なんですが。

● 業務監査権限を付加するというのは，実際上非常に困難だと私どもは感じております。

そういった方を探すことが非常に難しいというのが実態ではないかと思います。

● ただこれは，監査役は置かなくてもよくなるわけでありますが。

● ということで置かなくてもいいかなということでございますが，じゃ置いたときにこ

うなるかというと，それもちょっと難しくなるのじゃないかなと。今のままでよろしい

のではないかと。

● 質問ですが，会計監査はきちんとなさるわけですか。会計監査と業務監査の区別があ

いまいになっているということがベースにあると思うのですが。

● ですから，監査役自体がないというケースとあるというケースと，ある場合であって

ここまでというのはちょっと厳しいのじゃないかということでございます。

● これは，実態は会計監査といえどもほとんど行っていないと思います。それで，やは

り監査役は必要ないというのは私も賛成なのですけれども，置くならやはり社長をチェ

ックするという立場の人があった方がいいのではないかという意味では，会計監査だけ

ではなくて，一般的にやられた方が妥当だというふうに私は理解します。

● 人的能力ですばらしい方であれば，特段問題なくそういうこともできるかもしれませ

んけれども，エキスパートとしてこちらもできるのかという議論だと思いますね。その

二つの資質を備えた方を探してこいというふうに言われることが非常に難しくなるので

はないかと思います。

例えば，恐れ入りますけれども，公認会計士の方にこの二つをお願いするといってで

きるのかどうかというのも，人によると思いますけれども非常に難しい議論ではないか

と思います。

● この点も，議論がちょっと分かれておりますので，第二読会以降考えさせていただき

たいと思います。

● 株主総会の招集地ですけれども，定款に定めるということは可能なんでしょうか。削

除するのですけれども，例えばハワイにおいて行うとかいうふうなことは，株主の同意

であれば，そして定款に書けばそれでいいということ。そうすると，不公正な招集には

ならないということになるのでしょうか。

● 外国でいいかどうかは，ちょっと学説が分かれておりますね。

● 大島でとか。

それは冗談ですけれども，やはり削除してもこの本店とはちょっと離れたところでや

りたい，本店が名古屋だけれども株主総会は東京でやりたいというときに，東京で招集

すること，株主の分布を考えると東京で招集するのがいいだろうということで，恐らく

決議取消し等にはならないだろうと思うのですけれども，安心感を持ちたいために，本

店とは遠く離れた例えば東京と決める，それをはっきりするために定款で書いておきた

いというふうなニーズがあったときには，それはよろしいということで……。

● 恐らくそうだと思います。

● 定款で別段の定めがある場合は除かれているわけですから，全国どこでも，世界じゅ

うどこでも，地球上どこでもお書きになったって……。
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● これ，なくなっちゃうものだから。

● 削除した場合に，招集地としていわば任意的記載事項として書いた場合，どうなるか

という，こういう御質問でしょう。

● そういうことです。

● それは，定款の規定として効力があるのではないかと私は思いますが。

● だから，削除しなくても，今のままでいいのじゃないかという意見を申し上げたので

す。定款で決めれば。

● では，４もまだ若干意見が分かれているということで……。

それでは，これだけの量をこれだけの時間でこなすというのはとても大変で，御議論

まだ足りなかった感じもお持ちかと思いますけれども，もう一度議論する機会がありま

すので，今日はこのぐらいにさせていただきたいと思います。

それでは，最後に事務局から連絡事項をお願いします。

● 短い時間に多数の項目にわたりまして無理な御審議をお願いして，誠に申し訳ござい

ませんが，次回以降もこれ以上のペースで進めさせていただきたいと思いますので，よ

ろしくお願いいたします。

本日，お配りした資料につきまして，おっしゃり足りないということが多々あろうか

と思いますので，何らか目に見える形で，メモ書きでもこちらにお寄せいただければ，

次回までに十分こちらの方でも頭を整理して，準備に役立たせていただきたいと思いま

すのでよろしくお願いいたします。

なお，次回は４月１６日の水曜日，午後１時３０分から開催させていただく予定でご

ざいますので，よろしくお願いいたします。

● それでは，是非事務局に追加の御意見をお寄せいただければ幸いであります。

本日は熱心な御審議をいただきましてありがとうございました。これで閉会とさせて

いただきます。

－了－


